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令和７年度日野市各会計決算及び 

各基金の運用状況審査意見について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第２項及び同法第２４１条

第５項の規定に基づき、審査に付された令和７年度日野市一般会計及び各特別

会計歳入歳出決算並びに各基金の運用状況を審査した結果、次のとおり意見を

付します。
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令和７年度日野市各会計決算及び 

各 基 金 の 運 用 状 況 審 査 意 見 書 

 

第１ 審査の概要 

 

１ 審査の種類 

 地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項の規定による審査 

 

２ 審査の対象 

（１） 令和７年度日野市一般会計歳入歳出決算 

（２） 令和７年度日野市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

（３） 令和７年度日野市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

（４） 令和７年度日野市介護保険特別会計歳入歳出決算 

（５） 令和７年度日野市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

（６） 令和７年度各会計歳入歳出決算事項別明細書 

（７） 令和７年度各会計の実質収支に関する調書 

（８） 令和７年度財産に関する調書 

（９） 令和７年度各基金の運用状況を示す書類 

 

３ 審査の期間 

  令和８年６月２２日から令和８年８月１３日まで 

 

４ 審査の着眼点及び実施内容 

  審査にあたっては、市長から提出された一般会計、各特別会計の決算書及び付属書 

類並びに基金の運用状況を示す書類等について、地方自治法等関係法令に準拠して調 

製されているかどうか、決算の計数は正確であるか否かを検証するとともに、予算は 

適正に執行されているか、基金は適正に運用されたか等を主眼として、関係書類、帳 

票類との照合その他通常実施すべき審査手続きにより実施した。 

  なお、本審査は日野市監査基準に準拠し実施した。 

  



 

第２ 審査の結果 

 

１ 総 括 

（１）総合決算の概要及び総括意見 

   令和７年度日野市一般会計及び各特別会計の歳入歳出決算の総額は、表１に示す

とおりである。 

   審査に付された各会計の決算書及び決算付属書類は、地方自治法及び関係法令の

規定に従い、会計原則にそって作成されている。総括的に予算の執行状況をみる

と、地方自治法及び関係法令等に基づき事務処理がなされ、一部の不適正な処理を

除き概ね適正に執行されていることが認められた。 

更にこれらの計数についても、関係諸帳票及び証書類と照合した結果いずれも符

合し、また出納閉鎖日（令和８年５月３１日）現在における令和７年度歳計剰余金

と、指定金融機関が発行した証書類とを照合検算した結果、その金額は合致してお

り、当年度における決算を適正に表示しているものと認められた。 

   なお、当初予算に係る重点施策その他の事業については、物価及び人件費の高騰

等により、当初の予定から変更せざるを得なかったものはあったが、事業執行につ

いて地方自治法及び関係法令の規定に基づいて概ね適正に処理されており、概ね所

期の目的が達成されているものと認められた。 

 

令和７年度の重点施策と主な取り組み 

〇子どもの希望を育み、健やかにすごせるまちの実現 

みらいくシンボル絵画制作等集中ＰＲの実施、子どもの遊び場整備工事実施、プ 

レーパークを活用した地域における子ども達の居場所・体験の機会充実、医療的 

ケア児の安全で安心な保育のための関係機関連携体制構築、第３期日野市子ども 

の貧困対策に関する基本方針策定、七生緑小学校「なのはな学級」及び日野第八 

小学校「つばめ学級」開設・運営、市内小中学校の給食調理室空調設備の設置及 

び校舎・屋内運動場照明ＬＥＤ化実施。 

○地域との対話が育む共生社会の実現 

「ひのっ子若者みらいプラン」施策の進捗状況評価、コミュニティ・スクールの 

全小・中学校導入に向けた仕組み構築と支援、地域クラブ活動「ひのスポ！ひの 

カル！」の充実及び給付型体験奨学金「ひのスポ！ひのカル！奨学金」の支給対 

象拡大、地域共創プラットフォームにおける市民参加及び共創プログラムの推進、 

「日野地域未来ビジョン２０３０」を普及するための日野市妄想実現課事業創出 

プログラム実施、平和首長会議東京都多摩地域平和ネットワーク戦後８０年事業 

開催、日野宿本陣および附上段の間の文化財保存活用計画策定に向けた保存活用 

計画策定委員会の設置・開催、「（仮称）日野市立福祉支援センターたまだいら」開所、

在宅療養高齢者等支援窓口設置、「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーシ 

ョン施策推進法」及び「日野市障害者差別解消推進条例」に基づくガイドライン 



 

の策定、障害のある方の就労選択支援の実施及び令和８年度基幹相談支援センタ 

ー設置に向けた相談支援体制の構築。 

○未来につながる公共施設マネジメント 

日野本町地区公共施設再編事業のさらなる推進のための再編基本計画策定、包括 

施設管理業務委託の令和８年度導入に向けた取り組み、福祉施設個別施設計画策 

定及び社会福祉活動を推進するための環境の整備、日野市体育施設個別施設計画 

中間見直しの実施、日野市立みさわ保育園の公立認定こども園への移行にあたり 

三沢周辺地区における子育て支援施設などの利便性の向上及び効率的な再編の推 

進、平山台健康・市民支援センター、百草台コミュニティセンター、教育センタ 

ーの跡地活用におけるサウンディング調査の実施、長山団地市営住宅や旧商工会 

館の解体及び跡地活用の検討。 

○安全安心で持続可能なまちづくり 

避難所の環境改善の実施、市立病院の令和８年４月地方公営企業法全部適用移行 

準備及び移行後の経営の在り方検討、「企業の魅力ＰＲレポート」の改訂、市内中 

小企業及び研究室を対象とした交流会の企画・運営、区画整理事業の意義の再確 

認及び事業完了に向けた事業費と資金計画の再整理、道路の舗装補修計画に基づ 

く予防保全型管理による計画的補修の実施、幹線市道Ⅱ-４８号線道路改良工事に 

よるバリアフリー化の実施、市内樹木の適正管理。 

○ＤＸの推進と信頼される組織づくり 

ＤＸ等による業務効率化の推進（滞納者の財産調査オンライン化による業務効率 

化、安定的な行政運営のための４市（三鷹・立川・小金井・日野）事務共同委託 

効果の調査研究、システム導入によるペーパーレス会議の実施とオンライン会議 

化の実現に向けた取り組み、デジタル窓口・オンライン決済・マイナンバーカー 

ドによる電子認証等さらなる手続きのオンライン化）、財政援助団体等に対し監査 

法人による監査の実施及び補助金適正化の推進。



 

表１ 

令和７年度一般会計及び各特別会計歳入歳出決算総括表 

（単位：円：％） 

 

継続費逓次 繰越明許費 事故繰越

決　算　額 構成比 収入率 決　算　額 構成比 執行率 繰  越  額 繰  越  額 繰 越 額

85,973,084,782 83,790,845,512 66.5 97.5 81,337,822,814 66.1 94.6 2,453,022,698 0 181,736,310 0 2,271,286,388

国 民 健 康 保 険

特 別 会 計

土 地 区 画 整 理 事 業

特 別 会 計

介 護 保 険

特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計

合 計 43,784,057,000 42,144,648,787 33.5 96.3 41,642,746,701 33.9 95.1 501,902,086 0 22,790,301 0 479,111,785

129,757,141,782 125,935,494,299 100.0 97.1 122,980,569,515 100.0 94.8 2,954,924,784 0 204,526,611 0 2,750,398,173

0 0 197,469,018

0 22,790,301 0

　　　　　 　 区　　分

　会　　計

197,469,018 0

130,235,61992.2

2.3 100,059,586

130,235,619

13.6 96.7

0 0 0

122,849,88794.7

翌年度へ繰り越すべき財源

実質収支額

出

13.1

歳入 歳出 決算
差 引 残 額

総 合 計

100.1

歳

16,166,621,180

98.9

92.9

一 般 会 計

予 算 現 額

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

5,940,640,832 4.85,985,652,000 5,991,988,394

17,535,757,000 16,296,856,799

2,928,765,000 2,897,742,314

17,333,883,000

2.3 2,774,892,427

51,347,56299.2 51,347,562 0 0 0

歳　　　　　入

12.9

4.8

16,958,061,280 16,760,592,26297.813.5



 

（２）総合決算額の推移 

   ３か年度における総合決算額の推移は、表２の(1)に示すとおりである。令和５ 

年度を１００.０とした場合、歳入では前年度が１０２.０であるのに対し、当年度 

は１０５.７、歳出では前年度の１０２.５に対して当年度は１０７.４の指数を示 

している。 

 

 表２の(2)は、各会計決算額による当年度と前年度との総合比較を示したもので 

ある。歳入で４４億５,７０８万３千円（３.７％）の増加、歳出で５６億５,１３ 

６万８千円（４.８％）の増加となっている。 

 

 

表２の(1) 

３か年度における総合決算額推移表 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

総 決 算 額 指　数 総 決 算 額 指　数 総 決 算 額 指　数

歳　　入 125,935,494,299 105.7 121,478,411,620 102.0 119,128,782,195 100.0

歳　　出 122,980,569,515 107.4 117,329,201,119 102.5 114,505,920,788 100.0

差引残額 2,954,924,784 － 4,149,210,501 － 4,622,861,407 －

令和５年度
区分

令和７年度 令和６年度



 

表２の(2) 

総 括 分 析 表 

 （単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 金　　額 比 率 決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 金　　額 比 率

83,790,845,512 66.5 80,282,693,051 66.1 3,508,152,461 4.4 81,337,822,814 66.1 76,548,385,450 65.2 4,789,437,364 6.3 2,453,022,698 3,734,307,601 △ 1,281,284,903

国 民 健 康 保 険

特 別 会 計

土地区画整理事業

特 別 会 計

介 護 保 険

特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計

合 計 42,144,648,787 33.5 41,195,718,569 33.9 948,930,218 2.3 41,642,746,701 33.9 40,780,815,669 34.8 861,931,032 2.1 501,902,086 414,902,900 86,999,186

125,935,494,299 100.0 121,478,411,620 100.0 4,457,082,679 3.7 122,980,569,515 100.0 117,329,201,119 100.0 5,651,368,396 4.8 2,954,924,784 4,149,210,501 △ 1,194,285,717

23,928,621 27,418,9415,743,124,510 4.9 197,516,322 3.4 51,347,5624.8

増　　　　減
　　　　　   区　　分

　会　　計

3.9

一 般 会 計

歳　　　　　　　　　　入

13.6 △ 193,575,551 △ 1.2

16,373,640,424

令和７年度 令和６年度

2.1 333,149,650

16,958,061,280

2,564,592,664

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

5,767,053,131 4.7 224,935,263

△ 131,404,465

歳　　　　　　　　　出

2.0

令和６年度

2.3 2,310,338,312

差　引　残　額

令和７年度 令和６年度 増　　減

総 合 計

3.613.513.5

2.3 2,774,892,427

5,940,640,8325,991,988,394 4.8

13.0

令和７年度 増　減

△ 245,122,292 △ 1.5 78,688,87816,296,856,799 13.1 16,411,743,472 14.016,490,432,350 51,546,741130,235,619

139,437,969197,469,018 58,031,04916,315,609,375

122,849,887

2.7444,982,887

20.1 254,254,352

13.916,760,592,262 13.6

464,554,115

584,420,856

16,166,621,180

2,897,742,314

12.9



 

（３）基金の積立及び取崩状況 

   基金の積立及び取崩状況は、表３に示すとおりである。 

基金の積立額は、２５億９,３５８万１千円に対し、取崩額は１２億６,４５４ 

万３千円で、差引き１３億２,９０３万８千円の増加となっている。 

 

表３ 

基金の積立・取崩状況表 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区　　　　分
令和７年度

積　 立　 額
令和７年度

取　 崩　 額
差　　　引

公 共 施 設 等 整 備 基 金 222,947,398 137,500,000 85,447,398

職 員 退 職 手 当 基 金 394,349,020 0 394,349,020

財 政 調 整 基 金 1,431,094,010 675,385,000 755,709,010

環 境 緑 化 基 金 29,595,394 244,500,000 △ 214,904,606

平 和 事 業 基 金 520,876 1,157,000 △ 636,124

バ リ ア フ リ ー 事 業 推 進 基 金 50,102 3,500,000 △ 3,449,898

土 地 区 画 整 理 事 業 基 金 53,045,792 48,707,000 4,338,792

介 護 給 付 費 準 備 基 金 14,572,000 58,925,144 △ 44,353,144

減 債 基 金 98,022,458 87,665,000 10,357,458

新 選 組 関 連 資 料 収 集 基 金 18,219 0 18,219

ごみ処理関連施設及び周辺環境整備基金 302,354,698 0 302,354,698

福 祉 あ ん し ん 基 金 8,124,095 0 8,124,095

都 市 計 画 事 業 基 金 28,837,000 0 28,837,000

気 候 変 動 対 策 事 業 基 金 10,050,000 7,204,000 2,846,000

企 業 版 ふ る さ と 納 税 基 金 0 0 0

合　　　　計 2,593,581,062 1,264,543,144 1,329,037,918



 

（４）市債の借入及び償還状況 

   一般会計・特別会計における市債の借入及び償還状況は、表４に示すとおりで 

ある。借入額は、１３億５,８３０万円、償還額は、元金３２億３２３万５千円、 

利子１億２,３２４万８千円、計３３億２,６４８万３千円で前年度３７億３,９４ 

２万９千円と比べ、４億１,２９４万５千円（１１.０％）の減少である。 

 

 

 

 

表４ 

市債の借入・償還実績表 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（Ａ） （Ｂ） 元金（Ｃ） 利　子 計 (Ａ)＋(Ｂ)-(Ｃ)

29,447,954,931 1,358,300,000 3,078,661,612 122,064,271 3,200,725,883 27,727,593,319

総 務 債 3,337,402,087 0 229,747,780 10,594,488 240,342,268 3,107,654,307

民 生 債 1,165,045,815 0 71,517,299 13,453,502 84,970,801 1,093,528,516

衛 生 債 1,074,297,604 0 121,231,384 2,476,059 123,707,443 953,066,220

農 業 債 102,405,576 0 8,393,904 307,217 8,701,121 94,011,672

土 木 債 6,762,037,858 734,000,000 662,204,687 27,174,296 689,378,983 6,833,833,171

公 営 住 宅 債 749,568,298 0 73,051,214 2,238,231 75,289,445 676,517,084

消 防 債 297,507,231 136,700,000 73,229,349 2,185,288 75,414,637 360,977,882

教 育 債 5,163,027,524 487,600,000 721,938,828 34,904,274 756,843,102 4,928,688,696

減税補てん債 67,779,816 0 47,575,433 24,065 47,599,498 20,204,383

減収補てん債 67,703,030 0 11,282,993 1,947 11,284,940 56,420,037

臨 時 財 政
対 策 債

10,661,180,092 0 1,058,488,741 28,704,904 1,087,193,645 9,602,691,351

133,459,661 0 124,573,788 1,183,659 125,757,447 8,885,873

土 地 区 画
整 理 事 業 債

133,459,661 0 124,573,788 1,183,659 125,757,447 8,885,873

29,581,414,592 1,358,300,000 3,203,235,400 123,247,930 3,326,483,330 27,736,479,192

特  別  会  計

令 和 ６ 年 度
末 現 在 高

令 和 ７ 年 度
借 入 額

令 和 ７ 年 度 末
現 在 高

総 合 計

区　　　　　分
令和７年度償還額

一   般　会　計



 

２ 一般会計 

 

（１）歳入歳出決算額の状況 

   当年度の一般会計決算状況は、表５に示すとおりである。 

 

表５ 

一般会計歳入歳出決算額状況表 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一般会計歳入歳出決算額について、３か年度の推移を表６の指数でみると、令和５年

度を１００.０とした場合、歳入では前年度が１０２.６であるのに対し、当年度は１０

７.１、歳出では前年度の１０３.０に対し、当年度は１０９.４の指数を示している。 

 

表６ 

一般会計決算額の３か年度推移表 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

  

決　算　額 指　数 決　算　額 指　数 決　算　額 指　数

歳 入 83,790,845,512 107.1 80,282,693,051 102.6 78,211,664,531 100.0

歳 出 81,337,822,814 109.4 76,548,385,450 103.0 74,321,654,425 100.0

差 引 額 2,453,022,698 － 3,734,307,601 － 3,890,010,106 －

区 分
令和７年度 令和６年度 令和５年度

歳 入 総 額 Ａ 125,935,494,299

歳 出 総 額 Ｂ 122,980,569,515

歳 入 歳 出 差 引 額 Ｃ(Ａ－Ｂ) 2,954,924,784

翌年度へ繰越すべき財源
（継続費逓次・繰越明許費・
事故繰越繰越額）

Ｄ 204,526,611

実 質 収 支 額 Ｅ(Ｃ－Ｄ) 2,750,398,173

前 年 度 実 質 収 支 額 Ｆ 3,482,079,819

単 年 度 収 支 額 Ｇ(Ｅ－Ｆ) △ 731,681,646



 

（２）歳入決算状況 

   

  ① 歳入決算額における前年度との比較 

    款別歳入状況の年度比較は、表７（２２ページ）に示すとおりである。 

    歳入決算額は、８３７億９,０８４万６千円で前年度決算額８０２億８,２６９ 

万３千円と比べ、３５億８１５万２千円（４.４％）の増加となっている。 

 予算現額８５９億７,３０８万５千円に対しては、９７.５％の収入率で前年度 

９９.６％と比べ、２.１ポイントの減少を示し、調定額８４４億６,２０８万９千 

円に対しては、９９.２％の収入率で前年度と同一である。 

 

款１ 市 税 

     歳入決算額は、３３２億７,５１５万３千円で前年度決算額３１４億４,１２ 

１万６千円と比べ、１８億３,３９３万６千円（５.８％）の増加となっている。 

予算現額３３４億２,８２８万円に対しては、９９.５％の収入率で前年度１０ 

０.６％と比べ、１.１ポイントの減少を示し、調定額３３６億２,３０１万９千 

円に対しては、９９.０％の収入率で前年度と同一である。 

 

   款２ 地方譲与税 

     歳入決算額は、３億２,００３万円で前年度決算額３億１,５９２万円と比べ、 

４１１万円（１.３％）の増加となっている。 

 

     内訳は、次のとおりである。 

 

    ・地方揮発油譲与税 

歳入決算額は、６,８６９万２千円で前年度決算額７,２４０万８千円と比べ、 

３７１万６千円（５.１％）の減少となっている。 

 

・自動車重量譲与税 

歳入決算額は、２億２,８２３万９千円で前年度決算額２億２,１５９万１千 

円と比べ、６６４万８千円（３.０％）の増加となっている。 

 

・森林環境譲与税 

歳入決算額は、２,３０９万９千円で前年度決算額２,１９２万１千円と比べ、 

１１７万８千円（５.４％）の増加となっている。 

 

・地方道路譲与税 

 歳入決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

 

   款３ 利子割交付金 



 

     歳入決算額は、１億４,５６１万３千円で前年度決算額８,０３３万３千円と 

比べ、６,５２８万円（８１.３％）の増加となっている。 

 

   款４ 配当割交付金 

歳入決算額は、４億３,７２３万５千円で前年度決算額４億１,３７５万円と 

比べ、２,３４８万５千円（５.７％）の増加となっている。 

 

   款５ 株式等譲渡所得割交付金 

歳入決算額は、６億５,４６６万６千円で前年度決算額６億３７５万４千円と 

    比べ、５,０９１万２千円（８.４％）の増加となっている。 

 

   款６ 法人事業税交付金 

     歳入決算額は、７億１,１９３万２千円で前年度決算額６億５,２１６万８千 

円と比べ、５,９７６万４千円（９.２％）の増加となっている。 

 

   款７ 地方消費税交付金 

  歳入決算額は、４９億６,４７０万４千円で前年度決算額４５億９,７３０万 

１千円と比べ、３億６,７４０万３千円（８.０％）の増加となっている。 

 

   款８ 自動車取得税交付金 

     歳入決算額は、１千円で前年度決算額１０８万９千円と比べ、１０８万７千 

円（９９.９％）の減少となっている。 

 

   款９ 環境性能割交付金 

     歳入決算額は、９,１７５万４千円で前年度決算額１億１,７４１万８千円と 

比べ、２,５６６万４千円（２１.９％）の減少となっている。 

 

   款 10 地方特例交付金 

     歳入決算額は、１億９,８０５万１千円で前年度決算額１１億１１２万９千円 

と比べ、９億３０７万８千円（８２.０％）の減少となっている。 

 

   款 11 地方交付税 

     歳入決算額は、３２億６,７６３万６千円で前年度決算額３０億８,１３３万 

７千円と比べ、１億８,６２９万９千円（６.０％）の増加となっている。 

 

 

 

款 12 交通安全対策特別交付金 

歳入決算額は、１,５３５万６千円で前年度決算額１,６１７万５千円と比べ、 



 

８１万９千円（５.１％）の減少となっている。 

 

   款 13 分担金及び負担金 

     歳入決算額は、９,７１５万８千円で前年度決算額２億１３９万１千円と比べ、 

１億４２３万３千円（５１.８％）の減少となっている。予算現額１億１０６万 

６千円に対しては、９６.１％の収入率で前年度９５.４％と比べ、０.７ポイン 

トの増加を示し、調定額９,８６１万２千円に対しては、９８.５％の収入率で 

前年度９９.１％と比べ、０.６ポイントの減少を示している。 

 

   款 14 使用料及び手数料 

  歳入決算額は、１３億１,３０９万７千円で前年度決算額１３億７,７１１万 

６千円と比べ、６,４０２万円（４.６％）の減少となっている。予算現額１３ 

億１,８９５万７千円に対しては、９９.６％の収入率で前年度９８.５％と比べ、 

１.１ポイントの増加を示し、調定額１３億２,２１８万９千円に対しては、９ 

９.３％の収入率で前年度９９.２％と比べ、０.１ポイントの増加を示している。 

 

     内訳は、次のとおりである。 

 

・使用料 

歳入決算額は、５億４,５１７万２千円で前年度決算額６億９５８万９千円と 

比べ、６,４４１万７千円（１０.６％）の減少となっている。予算現額５億５, 

２９４万円に対しては、９８.６％の収入率で前年度９８.１％と比べ、０.５ポ 

イントの増加を示し、調定額５億５,４１２万２千円に対しては、９８.４％の 

収入率で前年度９８.２％と比べ、０.２ポイントの増加を示している。 

 

・手数料 

歳入決算額は、７億６,７９２万５千円で前年度決算額７億６,７５２万７千 

円と比べ、３９万８千円（０.１％）の増加となっている。予算現額７億６,６ 

０１万７千円に対しては、１００.２％の収入率で前年度９８.９％と比べ、１. 

３ポイントの増加を示し、調定額７億６,８０６万７千円に対しては、１００. 

０％の収入率で前年度と同一である。 

 

   款 15 国庫支出金 

     歳入決算額は、１６０億７０５万９千円で前年度決算額１５７億５,５１０万 

１千円と比べ、２億５,１９５万８千円（１.６％）の増加となっている。予算現 

額１７７億２０万３千円に対しては、９０.４％の収入率で前年度９８.２％と 

比べ、７.８ポイントの減少を示し、調定額１６０億７０５万９千円に対しては、 

１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

 



 

内訳は、次のとおりである。 

 

・国庫負担金 

歳入決算額は、１３１億５,２５９万３千円で前年度決算額１２３億１,３３ 

３万２千円と比べ、８億３,９２６万１千円（６.８％）の増加となっている。 

予算現額１３６億７,６３７万２千円に対しては、９６.２％の収入率で前年度 

１０１.９％と比べ、５.７ポイントの減少を示している。 

 

・国庫補助金 

歳入決算額は、２８億１,０７４万３千円で前年度決算額３４億２２９万３千 

円と比べ、５億９,１５５万円（１７.４％）の減少となっている。予算現額３９ 

億８,８４０万５千円に対しては、７０.５％の収入率で前年度８６.８％と比べ、 

１６.３ポイントの減少を示している。 

 

・委託金 

歳入決算額は、４,３７２万３千円で前年度決算額３,９４７万７千円と比べ、 

４２４万６千円（１０.８％）の増加となっている。予算現額３,５４２万６千 

円に対しては、１２３.４％の収入率で前年度１２４.８％と比べ、１.４ポイン 

トの減少を示している。 

 

   款 16 都支出金 

  歳入決算額は、１３８億５,０２５万４千円で前年度決算額１２１億８,４２ 

９万４千円と比べ、１６億６,５９６万円（１３.７％）の増加となっている。 

予算現額１３９億４,５０７万４千円に対しては、９９.３％の収入率で前年度 

１００.９％と比べ、１.６ポイントの減少を示している。 

 

内訳は、次のとおりである。 

 

・都負担金 

歳入決算額は、４５億３,６０２万７千円で前年度決算額４３億６３３万９千 

円と比べ、２億２,９６８万８千円（５.３％）の増加となっている。予算現額４ 

５億８,９３２万５千円に対しては、９８.８％の収入率で前年度９８.６％と比 

べ、０.２ポイントの増加を示している。 

 

 

・都補助金 

歳入決算額は、８５億１,３２６万８千円で前年度決算額７２億９,９０７万 

３千円と比べ、１２億１,４１９万５千円（１６.６％）の増加となっている。 

予算現額８５億３,１３５万９千円に対しては、９９.８％の収入率で前年度１ 



 

０２.３％と比べ、２.５ポイントの減少を示している。 

 

・委託金 

歳入決算額は、８億９５万９千円で前年度決算額５億７,８８８万２千円と比 

べ、２億２,２０７万７千円（３８.４％）の増加となっている。予算現額８億 

２,４３９万円に対しては、９７.２％の収入率で前年度１００.０％と比べ、２. 

８ポイントの減少を示している。 

 

   款 17 財産収入 

     歳入決算額は、２億６,０７０万円で前年度決算額１億４,９４０万６千円と 

比べ、１億１,１２９万４千円（７４.５％）の増加となっている。予算現額２億 

６,０２７万２千円に対しては、１００.２％の収入率で前年度１０１.７％と比 

べ、１.５ポイントの減少を示している。 

 

内訳は、次のとおりである。 

 

・財産運用収入 

歳入決算額は、１億３,３９３万６千円で前年度決算額１億２,３１５万２千 

円と比べ、１,０７８万４千円（８.８％）の増加となっている。予算現額１億 

３,３５０万４千円に対しては、１００.３％の収入率で前年度１０１.４％と比 

べ、１.１ポイントの減少を示している。 

 

・財産売払収入 

歳入決算額は、１億２,６７６万４千円で前年度決算額２,６２５万４千円と 

比べ、１億５１万１千円（３８２.８％）の増加となっている。予算現額１億２, 

６７６万８千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度１０２.８％と比べ、 

２.８ポイントの減少を示している。 

 

   款 18 寄附金 

     歳入決算額は、７,３３９万５千円で前年度決算額５,４２０万３千円と比べ、 

１,９１９万３千円（３５.４％）の増加となっている。 

予算現額７,４１３万８千円に対しては、９９.０％の収入率で前年度８０.１％ 

と比べ、１８.９ポイントの増加を示している。 

 

   款 19 繰入金 

  歳入決算額は、１２億１,１３３万４千円で前年度決算額１８億３,７１２万 

１千円と比べ、６億２,５７８万７千円（３４.１％）の減少となっている。 

予算現額１２億１,１３３万４千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度 

と同一である。 



 

 

内訳は、次のとおりである。 

 

・基金繰入金 

歳入決算額は、１１億５,６９１万１千円で前年度決算額１７億４,０７４万 

５千円と比べ、５億８,３８３万４千円（３３.５％）の減少となっている。 

予算現額１１億５,６９１万１千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度 

と同一である。 

 

・特別会計繰入金 

歳入決算額は、５,４４２万３千円で前年度決算額９,６３７万６千円と比べ、 

４,１９５万３千円（４３.５％）の減少となっている。 

予算現額５,４４２万３千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一 

である。 

 

   款 20 繰越金 

  歳入決算額は、３７億３,４３０万８千円で前年度決算額３８億９,００１万 

円と比べ、１億５,５７０万３千円（４.０％）の減少となっている。 

予算現額３７億３,４３０万７千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度 

と同一である。 

 

   款 21 諸収入 

     歳入決算額は、１８億３１１万１千円で前年度決算額１４億３,３７６万１千 

円と比べ、３億６,９３５万円（２５.８％）の増加となっている。 

予算現額１６億９,９６７万４千円に対しては、１０６.１％の収入率で前年度 

１０７.４％と比べ、１.３ポイントの減少を示し、調定額２１億１,５９４万２ 

千円に対しては、８５.２％の収入率で前年度８２.６％と比べ、２.６ポイント 

の増加を示している。 

 

内訳は、次のとおりである。 

 

・延滞金、加算金及び過料 

歳入決算額は、２,３６９万１千円で前年度決算額２,６０６万５千円と比べ、 

２３７万３千円（９.１％）の減少となっている。 

予算現額２,１６４万５千円に対しては、１０９.５％の収入率で前年度１０４. 

３％と比べ、５.２ポイントの増加を示している。 

 

・市預金利子 

歳入決算額は、２８万２千円で前年度決算額４万９千円と比べ、２３万４千 



 

円（４８０.０％）の増加となっている。 

予算現額５１万４千円に対しては、５４.９％の収入率で前年度５４０.９％と 

比べ、４８６.０ポイントの減少を示している。 

 

・貸付金元利収入 

歳入決算額は、１億円で前年度決算額と同一である。 

 

・受託事業収入 

歳入決算額は、３２万４千円で前年度決算額３４万５千円と比べ、２万２千 

円（６.３％）の減少となっている。予算現額３２万３千円に対しては、１００. 

２％の収入率で前年度１００.１％と比べ、０.１ポイントの増加を示している。 

 

・収益事業収入 

歳入決算額は、１億９,０００万円で前年度決算額１億７,０００万円と比べ、 

２,０００万円（１１.８％）の増加となっている。 

予算現額７,０００万円に対しては、２７１.４％の収入率で前年度１７０.０％ 

と比べ、１０１.４ポイントの増加を示している。 

 

・雑入 

歳入決算額は、１４億８,８８１万３千円で前年度決算額１１億３,７３０万 

２千円と比べ、３億５,１５１万１千円（３０.９％）の増加となっている。 

予算現額１５億７１９万１千円に対しては、９８.８％の収入率で前年度１０ 

２.５％と比べ、３.７ポイントの減少を示し、調定額１８億１５４万４千円に 

対しては、８２.６％の収入率で前年度７９.１％と比べ、３.５ポイントの増加 

を示している。 

 

   款 22 市債 

  歳入決算額は、１３億５,８３０万円で前年度決算額９億７,８７０万円と比 

べ、３億７,９６０万円（３８.８％）の増加となっている。 



 

表７ 

款別歳入状況年度比較表 

（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算現
額対比

調定額
対比

令和６年度

予算現額　（Ａ） 調 定 額　（Ｂ） 収入済額　（Ｃ） 不納欠損額 収入未済額
(C)/(A)
×100

(C)/(B)
×100

収入済額 (D)
増減額(E)
(C)－(D)

比率
(E)/(D)×100

1 市 税 33,428,280,000 33,623,018,883 33,275,152,523 8,350,185 353,229,104 39.7 99.5 99.0 31,441,216,437 1,833,936,086 5.8

2 地 方 譲 与 税 305,001,000 320,030,000 320,030,000 0 0 0.4 104.9 100.0 315,920,000 4,110,000 1.3

3 利 子 割 交 付 金 135,000,000 145,613,000 145,613,000 0 0 0.2 107.9 100.0 80,333,000 65,280,000 81.3

4 配 当 割 交 付 金 400,000,000 437,235,000 437,235,000 0 0 0.5 109.3 100.0 413,750,000 23,485,000 5.7

5 株式等譲渡所得割交付金 700,000,000 654,666,000 654,666,000 0 0 0.8 93.5 100.0 603,754,000 50,912,000 8.4

6 法 人 事 業 税 交 付 金 700,000,000 711,932,000 711,932,000 0 0 0.8 101.7 100.0 652,168,000 59,764,000 9.2

7 地 方 消 費 税 交 付 金 4,800,000,000 4,964,704,000 4,964,704,000 0 0 5.9 103.4 100.0 4,597,301,000 367,403,000 8.0

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1,000 1,354 1,354 0 0 0.0 135.4 100.0 1,088,844 △ 1,087,490 △ 99.9

9 環 境 性 能 割 交 付 金 100,000,000 91,754,156 91,754,156 0 0 0.1 91.8 100.0 117,418,003 △ 25,663,847 △ 21.9

10 地 方 特 例 交 付 金 197,098,000 198,051,000 198,051,000 0 0 0.2 100.5 100.0 1,101,129,000 △ 903,078,000 △ 82.0

11 地 方 交 付 税 3,225,480,000 3,267,636,000 3,267,636,000 0 0 3.9 101.3 100.0 3,081,337,000 186,299,000 6.0

12 交通安全対策特別交付金 16,000,000 15,356,000 15,356,000 0 0 0.0 96.0 100.0 16,175,000 △ 819,000 △ 5.1

13 分 担 金 及 び 負 担 金 101,066,000 98,612,391 97,157,586 424,300 1,030,505 0.1 96.1 98.5 201,390,790 △ 104,233,204 △ 51.8

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,318,957,000 1,322,188,670 1,313,096,980 316,744 8,774,946 1.6 99.6 99.3 1,377,116,487 △ 64,019,507 △ 4.6

15 国 庫 支 出 金 17,700,203,000 16,007,058,810 16,007,058,810 0 0 19.1 90.4 100.0 15,755,101,236 251,957,574 1.6

16 都 支 出 金 13,945,074,000 13,850,254,304 13,850,254,304 0 0 16.5 99.3 100.0 12,184,294,114 1,665,960,190 13.7

17 財 産 収 入 260,272,000 260,699,943 260,699,943 0 0 0.3 100.2 100.0 149,405,856 111,294,087 74.5

18 寄 附 金 74,138,000 73,395,060 73,395,060 0 0 0.1 99.0 100.0 54,202,552 19,192,508 35.4

19 繰 入 金 1,211,334,000 1,211,333,605 1,211,333,605 0 0 1.4 100.0 100.0 1,837,120,983 △ 625,787,378 △ 34.1

20 繰 越 金 3,734,306,782 3,734,307,601 3,734,307,601 0 0 4.5 100.0 100.0 3,890,010,106 △ 155,702,505 △ 4.0

21 諸 収 入 1,699,674,000 2,115,941,605 1,803,110,590 14,980,060 297,887,715 2.2 106.1 85.2 1,433,760,643 369,349,947 25.8

22 市 債 1,921,200,000 1,358,300,000 1,358,300,000 0 0 1.6 70.7 100.0 978,700,000 379,600,000 38.8

85,973,084,782 84,462,089,382 83,790,845,512 24,071,289 660,922,270 100.0 97.5 99.2 80,282,693,051 3,508,152,461 4.4

                   区　　分

　款　　別

合　　　　　　計

対 前 年 度収　入
済　額
構成比

令　　　和　　　７　    年　　　度



 

  ② 財源別歳入決算額の比較 

    財源別における３か年度の比較は、表８に示すとおりである。 

    自主財源の決算額は、４１７億６,８２５万４千円で前年度４０３億８,４２２ 

万４千円と比べ、１３億８,４０３万円（３.４％）の増加となっている。歳入合 

計に対して、４９.８％の構成比率で前年度５０.３％と比べ、０.５ポイントの減 

少を示している。また、令和５年度を１００.０とした場合、前年度が９８.５で 

あるのに対し、当年度は１０１.９を示している。 

一方、依存財源の決算額は、４２０億２,２５９万２千円で前年度３９８億９, 

８４６万９千円と比べ、２１億２,４１２万２千円（５.３％）の増加となってい 

る。歳入合計に対して、５０.２％の構成比率で前年度４９.７％と比べ、０.５ポ 

イントの増加を示している。また、令和５年度を１００.０とした場合、前年度が 

１０７.２であるのに対し、当年度は１１２.９を示している。 

 



 

表８ 

財源別歳入決算額比較表 

（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　額

令和７年度 令和６年度 令和５年度 対前年度増減額 令和７年度 令和６年度 令和５年度 令和７年度 令和６年度 令和５年度

市 税 33,275,152,523 31,441,216,437 31,443,214,571 1,833,936,086 39.7 39.2 40.2 105.8 100.0 100.0

分 担 金 及 び 負 担 金 97,157,586 201,390,790 259,688,423 △ 104,233,204 0.1 0.3 0.3 37.4 77.6 100.0

使 用 料 及 び 手 数 料 1,313,096,980 1,377,116,487 1,362,056,450 △ 64,019,507 1.6 1.7 1.7 96.4 101.1 100.0

財 産 収 入 260,699,943 149,405,856 159,150,700 111,294,087 0.3 0.2 0.2 163.8 93.9 100.0

寄 附 金 73,395,060 54,202,552 46,385,540 19,192,508 0.1 0.1 0.1 158.2 116.9 100.0

繰 入 金 1,211,333,605 1,837,120,983 3,242,205,762 △ 625,787,378 1.4 2.3 4.2 37.4 56.7 100.0

繰 越 金 3,734,307,601 3,890,010,106 2,820,130,268 △ 155,702,505 4.5 4.8 3.6 132.4 137.9 100.0

諸 収 入 1,803,110,590 1,433,760,643 1,652,498,517 369,349,947 2.2 1.8 2.1 109.1 86.8 100.0

計 41,768,253,888 40,384,223,854 40,985,330,231 1,384,030,034 49.8 50.3 52.4 101.9 98.5 100.0

地 方 譲 与 税 320,030,000 315,920,000 315,678,000 4,110,000 0.4 0.4 0.4 101.4 100.1 100.0

利 子 割 交 付 金 145,613,000 80,333,000 58,387,000 65,280,000 0.2 0.1 0.1 249.4 137.6 100.0

配 当 割 交 付 金 437,235,000 413,750,000 310,353,000 23,485,000 0.5 0.5 0.4 140.9 133.3 100.0

株式等譲渡所得割交付金 654,666,000 603,754,000 332,693,000 50,912,000 0.8 0.8 0.4 196.8 181.5 100.0

法 人 事 業 税 交 付 金 711,932,000 652,168,000 617,192,000 59,764,000 0.9 0.8 0.8 115.4 105.7 100.0

地 方 消 費 税 交 付 金 4,964,704,000 4,597,301,000 4,396,091,000 367,403,000 5.9 5.7 5.6 112.9 104.6 100.0

環 境 性 能 割 交 付 金 91,754,156 117,418,003 88,120,153 △ 25,663,847 0.1 0.1 0.1 104.1 133.2 100.0

地 方 特 例 交 付 金 198,051,000 1,101,129,000 216,001,000 △ 903,078,000 0.2 1.4 0.3 91.7 509.8 100.0

地 方 交 付 税 3,267,636,000 3,081,337,000 2,619,073,000 186,299,000 3.9 3.8 3.4 124.8 117.6 100.0

交通安全対策特別交付金 15,356,000 16,175,000 18,045,000 △ 819,000 0.0 0.0 0.0 85.1 89.6 100.0

国 庫 支 出 金 16,007,058,810 15,755,101,236 15,252,882,649 251,957,574 19.1 19.6 19.5 104.9 103.3 100.0

都 支 出 金 13,850,254,304 12,184,294,114 11,482,836,442 1,665,960,190 16.5 15.2 14.7 120.6 106.1 100.0

市 債 1,358,300,000 978,700,000 1,516,627,000 379,600,000 1.6 1.2 1.9 89.6 64.5 100.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1,354 1,088,844 2,355,056 △ 1,087,490 0.0 0.0 0.0 0.1 46.2 100.0

計 42,022,591,624 39,898,469,197 37,226,334,300 2,124,122,427 50.2 49.7 47.6 112.9 107.2 100.0

83,790,845,512 80,282,693,051 78,211,664,531 3,508,152,461 100.0 100.0 100.0 107.1 102.6 100.0歳　　入　　合　　計

構　　成　　比　　率

自
　
　
主
　
　
財
　
　
源

趨　　勢　　比　　率決　　　　　　　　　算                   区　　分
　財 源 別

依
　
　
存
　
　
財
　
　
源



 

  ③ 市税歳入決算額の状況 

   ア 項別市税年度比較 

項別市税の年度比較は、表９の(1)に示すとおりである。 

 

     項１ 市民税 

 歳入決算額は、１６８億８,７９３万６千円で前年度決算額１５２億２,２ 

５６万円と比べ、１６億６,５３７万６千円（１０.９％）の増加となってい 

る。予算現額１７０億５,８２８万２千円に対しては、９９.０％の収入率で 

前年度１０１.１％と比べ、２.１ポイントの減少を示し、調定額１７１億４, 

２６１万８千円に対しては、９８.５％の収入率で前年度と同一である。 

 

項２ 固定資産税 

      歳入決算額は、１２５億４,０７４万８千円で前年度決算額１２４億２２９ 

万円と比べ、１億３,８４５万７千円（１.１％）の増加となっている。予算現 

額１２５億３,１１１万８千円に対しては、１００.１％の収入率で前年度１ 

００.２％と比べ、０.１ポイントの減少を示し、調定額１２６億１,１１０万 

９千円に対しては、９９.４％の収入率で前年度と同一である。 

 

項３ 軽自動車税 

      歳入決算額は、２億２,１３７万５千円で前年度決算額２億１,４１５万７ 

千円と比べ、７２１万８千円（３.４％）の増加となっている。 

予算現額２億２,０５６万５千円に対しては、１００.４％の収入率で前年度 

１００.３％と比べ、０.１ポイントの増加を示し、調定額２億２,６４４万５ 

千円に対しては、９７.８％の収入率で前年度と同一である。 

 

項４ 市たばこ税 

 歳入決算額は、９億１,９８０万７千円で前年度決算額９億３,２５２万６ 

千円と比べ、１,２７１万９千円（１.４％）の減少となっている。 

予算現額９億１,４７２万９千円に対しては、１００.６％の収入率で前年度 

１００.４％と比べ、０.２ポイントの増加を示し、調定額９億１,９８０万７ 

千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

 

項５ 都市計画税 

      歳入決算額は、２７億５２８万７千円で前年度決算額２６億６,９６８万３ 

千円と比べ、３,５６０万４千円（１.３％）の増加となっている。予算現額２ 

７億３５８万６千円に対しては、１００.１％の収入率で前年度１００.２％ 

と比べ、０.１ポイントの減少を示し、調定額２７億２,３０４万１千円に対 

しては、９９.３％の収入率で前年度と同一である。



 

表９の(1) 

 

項 別 市 税 年 度 比 較 

（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入済額 収　入　率 収入済額 収　入　率 増 減 額 (E) 比 率

構 成 比 (B)/(A)×100 構 成 比 (D)/(C)×100 (B)－(D) (E)/(D)×100

1 市 民 税 17,142,618,339 16,887,936,322 50.8 98.5 15,455,549,353 15,222,559,903 48.4 98.5 1,665,376,419 10.9

2 固 定 資 産 税 12,611,108,601 12,540,747,565 37.7 99.4 12,473,096,051 12,402,290,491 39.4 99.4 138,457,074 1.1

3 軽 自 動 車 税 226,444,606 221,374,708 0.7 97.8 218,874,938 214,157,072 0.7 97.8 7,217,636 3.4

4 市 た ば こ 税 919,806,682 919,806,682 2.8 100.0 932,526,030 932,526,030 3.0 100.0 △ 12,719,348 △ 1.4

5 都 市 計 画 税 2,723,040,655 2,705,287,246 8.1 99.3 2,687,780,669 2,669,682,941 8.5 99.3 35,604,305 1.3

33,623,018,883 33,275,152,523 100.0 99.0 31,767,827,041 31,441,216,437 100.0 99.0 1,833,936,086 5.8

収入済額　(B)

令　和　６　年　度

合      計

             区　分

　項　別

対 前 年 度

調 定 額　(C) 収入済額　(D)

令　和　７　年　度

調 定 額　(A)



 

   イ 現年度・滞納繰越別の年度比較 

     現年度・滞納繰越別の年度比較は、表９の（２）に示すとおりである。 

     ・現年度分 

歳入決算額は、３３１億３,６８６万４千円で前年度決算額３１２億９,７ 

１３万２千円と比べ、１８億３,９７３万３千円（５.９％）の増加となって 

いる。 

予算現額３３２億９,２７０万８千円に対しては、９９.５％の収入率で前年 

度１００.６％と比べ、１.１ポイントの減少を示し、調定額３３２億９,８５ 

３万３千円に対しては、９９.５％の収入率で前年度と同一である。 

 

・滞納繰越分 

 歳入決算額は、１億３,８２８万８千円で前年度決算額１億４,４０８万５ 

千円と比べ、５７９万６千円（４.０％）の減少となっている。 

予算現額１億３,５５７万２千円に対しては、１０２.０％の収入率で前年度 

１０１.１％と比べ、０.９ポイントの増加を示し、調定額３億２,４４８万６ 

千円に対しては、４２.６％の収入率で前年度４４.５％と比べ、１.９ポイン 

トの減少を示している。 



 

表９の(2) 

 

現年度・滞納繰越別年度比較表 

（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対 予 算 対 調 定 対 予 算 対 調 定

収 入 率 収 入 率 収 入 率 収 入 率

(C)/(A)×100 (C)/(B)×100 (F)/(D)×100 (F)/(E)×100 (C)－(F) (G)/(F)×100

現 年 度 33,292,708,000 33,298,533,127 33,136,864,151 99.6 99.5 99.5 31,108,897,000 31,444,039,557 31,297,131,578 99.5 100.6 99.5 1,839,732,573 5.9

滞納繰越 135,572,000 324,485,756 138,288,372 0.4 102.0 42.6 142,515,000 323,787,484 144,084,859 0.5 101.1 44.5 △ 5,796,487 △ 4.0

合　　計 33,428,280,000 33,623,018,883 33,275,152,523 100.0 99.5 99.0 31,251,412,000 31,767,827,041 31,441,216,437 100.0 100.6 99.0 1,833,936,086 5.8

比 率

対 前 年 度

予算現額 (D) 調 定 額 (E) 収入済額 (F)

令　和　６　年　度

収入済額
構 成 比

増減額(G)区　　分

令　和　７　年　度

予算現額 (A) 調 定 額 (B) 収入済額 (C)
収入済額
構 成 比



 

   ウ 市税不納欠損の内訳 

市税不納欠損の内訳は、表９の(3)に示すとおりである。件数が４１４件、 

金額が８３５万円で前年度１,６５７件、２,６１６万９千円と比べ、件数では 

１,２４３件の減少、金額では１,７８１万９千円の減少となっている。 

 

表９の(3) 

市 税 不 納 欠 損 内 訳 表 

（単位：件：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 ・地方税法第１８条第１項 

   法定納期限の翌日から起算して、５年間行使（滞納処分）しない場合、徴収権は

時効により消滅する。 

 

  ・地方税法第１５条の７第４項 

   滞納処分の執行を停止した徴収金を納付する義務は、執行停止が３年間継続した

とき消滅する。 

 

  ・地方税法第１５条の７第５項 

   滞納処分の執行停止となったもののうち、３年間の停止期間をおくまでもなく、

将来においても徴収不能が明らかな場合、直ちに納税義務を消滅することができる。 

構 成

件 数 金　 額 件 数 金　 額 件 数 金　 額 件 数 金　 額 比 率

個人市 民税 49 1,047,705 192 4,389,684 100 2,162,396 341 7,599,785 91.0

法人市 民税 0 0 0 0 3 233,700 3 233,700 2.8

固定資 産税 7 28,933 4 61,079 11 187,352 22 277,364 3.3

軽自動 車税 16 78,500 6 34,100 4 51,600 26 164,200 2.0

都市計 画税 7 7,567 4 20,921 11 46,648 22 75,136 0.9

合　計 79 1,162,705 206 4,505,784 129 2,681,696 414 8,350,185 100.0

      区 分

 税 目

第15条の7第5項 合　　　計第18条第1項 第15条の7第4項



 

  ④ 市債発行額の状況 

    市債発行状況は、表 10 に示すとおりである。 

 

表 10 

市 債 発 行 額 状 況 表 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 令和７年度末

発 行 額 発 行 額 発 行 額 現 在 高

総 務 債 0 139,000,000 157,000,000 3,107,654,307

民 生 債 0 0 685,500,000 1,093,528,516

衛 生 債 0 0 0 953,066,220

農 業 債 0 0 0 94,011,672

土 木 債 734,000,000 213,000,000 377,300,000 6,833,833,171

公 営 住 宅 債 0 0 26,100,000 676,517,084

消 防 債 136,700,000 118,500,000 0 360,977,882

教 育 債 487,600,000 398,800,000 247,700,000 4,928,688,696

減 税 補 て ん 債 0 0 0 20,204,383

減 収 補 て ん 債 0 0 0 56,420,037

臨 時 財 政 対 策 債 0 109,400,000 93,227,000 9,602,691,351

合　　　　計 1,358,300,000 978,700,000 1,586,827,000 27,727,593,319

区　　　　分



 

（３）歳出決算状況 

  ① 歳出決算額における前年度との比較 

    款別歳出状況の年度比較は、表 11（３８ページ）に示すとおりである。 

歳出決算額は、８１３億３,７８２万３千円で前年度決算額７６５億４,８３８ 

万５千円と比べ、４７億８,９４３万７千円（６.３％）の増加となっている。 

予算現額８５９億７,３０８万５千円に対しては、９４.６％の執行率で前年度９ 

５.０％と比べ、０.４ポイントの減少を示している。 

 

   款１ 議会費 

 歳出決算額は、３億８,９８５万６千円で前年度決算額４億４,０８３万７千 

円と比べ、５,０９８万１千円（１１.６％）の減少となっている。予算現額３ 

億９,７３９万１千円に対しては、９８.１％の執行率で前年度９８.３％と比べ、 

０.２ポイントの減少を示している。 

 

   款２ 総務費 

     歳出決算額は、１０４億２,７８３万２千円で前年度決算額９２億８,８２６ 

万９千円と比べ、１１億３,９５６万３千円（１２.３％）の増加となっている。 

予算現額１０７億３１９万９千円に対しては、９７.４％の執行率で前年度９８. 

５％と比べ、１.１ポイントの減少を示している。 

 

内訳は、次のとおりである。 

 

    ・総務管理費 

 歳出決算額は、８５億７,６７１万５千円で前年度決算額７８億１,８５２万 

８千円と比べ、７億５,８１８万７千円（９.７％）の増加となっている。 

予算現額８７億４,５８２万７千円に対しては、９８.１％の執行率で前年度９ 

８.６％と比べ、０.５ポイントの減少を示している。 

 

・徴税費 

 歳出決算額は、７億１,０７２万６千円で前年度決算額７億１,６２２万８千 

円と比べ、５５０万１千円（０.８％）の減少となっている。 

予算現額７億３,２８３万円に対しては、９７.０％の執行率で前年度９７.２％ 

と比べ、０.２ポイントの減少を示している。 

 

 

 

 

 

・戸籍住民基本台帳費 



 

 歳出決算額は、４億６,２３０万４千円で前年度決算額４億４,７６３万５千 

円と比べ、１,４６６万９千円（３.３％）の増加となっている。 

予算現額４億７,３７７万８千円に対しては、９７.６％の執行率で前年度９８. 

９％と比べ、１.３ポイントの減少を示している。 

 

・選挙費 

     歳出決算額は、４億９,８８８万３千円で前年度決算額２億３,６２７万２千 

円と比べ、２億６,２６１万１千円（１１１.１％）の増加となっている。 

予算現額５億６,５９６万円に対しては、８８.１％の執行率で前年度９７.７％ 

と比べ、９.６ポイントの減少を示している。 

 

・統計調査費 

     歳出決算額は、１億４,０１０万９千円で前年度決算額２,５２７万１千円と 

比べ、１億１,４８３万８千円（４５４.４％）の増加となっている。 

予算現額１億４,５２１万４千円に対しては、９６.５％の執行率で前年度９８. 

１％と比べ、１.６ポイントの減少を示している。 

 

・監査委員費 

     歳出決算額は、３,９０９万５千円で前年度決算額４,４３３万５千円と比べ、 

５２４万円（１１.８％）の減少となっている。 

予算現額３,９５９万円に対しては、９８.７％の執行率で前年度９８.６％と比 

べ、０.１ポイントの増加を示している。 

 

   款３ 民生費 

     歳出決算額は、４１０億４,８６４万１千円で前年度決算額４００億６,８６ 

７万５千円と比べ、９億７,９９６万６千円（２.４％）の増加となっている。 

予算現額４３９億６,６３８万３千円に対しては、９３.４％の執行率で前年度 

９５.４％と比べ、２.０ポイントの減少を示している。 

 

内訳は、次のとおりである。 

 

・社会福祉費 

     歳出決算額は、１７８億８１５万５千円で前年度決算額１９１億７,４６０万 

６千円と比べ、１３億６,６４５万円（７.１％）の減少となっている。 

予算現額１９６億９,３９３万６千円に対しては、９０.４％の執行率で前年度 

９４.８％と比べ、４.４ポイントの減少を示している。 

 

・児童福祉費 

     歳出決算額は、１７８億５,９０４万４千円で前年度決算額１５５億２,６３ 



 

７万２千円と比べ、２３億３,２６７万２千円（１５.０％）の増加となってい 

る。予算現額１８４億３,７５８万円に対しては、９６.９％の執行率で前年度 

９７.０％と比べ、０.１ポイントの減少を示している。 

 

・生活保護費 

     歳出決算額は、５３億８,１４４万２千円で前年度決算額５３億６,７６９万 

７千円と比べ、１,３７４万５千円（０.３％）の増加となっている。 

予算現額５８億３,４８６万５千円に対しては、９２.２％の執行率で前年度９ 

２.７％と比べ、０.５ポイントの減少を示している。 

 

款４ 衛生費 

     歳出決算額は、７３億９,９１０万３千円で前年度決算額６３億９,８６８万 

６千円と比べ、１０億４１万７千円（１５.６％）の増加となっている。 

予算現額７６億８,９６２万９千円に対しては、９６.２％の執行率で前年度９ 

５.１％と比べ、１.１ポイントの増加を示している。 

 

内訳は、次のとおりである。 

 

・保健衛生費 

     歳出決算額は、１９億７,０５０万３千円で前年度決算額２０億７,８２８万 

３千円と比べ、１億７７８万円（５.２％）の減少となっている。 

予算現額２２億４,５５８万６千円に対しては、８７.８％の執行率で前年度８ 

７.３％と比べ、０.５ポイントの増加を示している。 

 

・清掃費 

     歳出決算額は、３３億５,８６０万円で前年度決算額３２億５,０４０万３千 

円と比べ、１億８１９万７千円（３.３％）の増加となっている。 

予算現額３３億７,４０４万３千円に対しては、９９.５％の執行率で前年度９ 

９.２％と比べ、０.３ポイントの増加を示している。 

 

・病院費 

     歳出決算額は、２０億７,０００万円で前年度決算額１０億７,０００万円と 

比べ、１０億円（９３.５％）の増加となっている。 

予算現額２０億７,０００万円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と同 

一である。 

    

   款５ 労働費 

     歳出決算額は、３,３３５万７千円で前年度決算額３,３４３万１千円と比べ、 

７万３千円（０.２％）の減少となっている。予算現額３,３４１万３千円に対 



 

しては、９９.８％の執行率で前年度９９.２％と比べ、０.６ポイントの増加を 

示している。 

 

   款６ 農業費 

     歳出決算額は、１億１,５２７万４千円で前年度決算額１億４,７４９万円と 

比べ、３,２２１万７千円（２１.８％）の減少となっている。 

予算現額１億２,００４万７千円に対しては、９６.０％の執行率で前年度９６. 

９％と比べ、０.９ポイントの減少を示している。 

 

   款７ 商工費 

     歳出決算額は、７億６,９０８万９千円で前年度決算額５億５,９１１万８千 

円と比べ、２億９９７万２千円（３７.６％）の増加となっている。 

予算現額７億８,２４８万５千円に対しては、９８.３％の執行率で前年度９７. 

１％と比べ、１.２ポイントの増加を示している。 

 

   款８ 土木費 

     歳出決算額は、５２億３,９６７万８千円で前年度決算額４６億８,４５５万 

７千円と比べ、５億５,５１２万１千円（１１.９％）の増加となっている。 

予算現額５４億１,７３７万８千円に対しては、９６.７％の執行率で前年度９ 

６.８％と比べ、０.１ポイントの減少を示している。 

 

内訳は、次のとおりである。 

 

・土木管理費 

     歳出決算額は、２億２４４万７千円で前年度決算額２億６０４万１千円と比 

べ、３５９万４千円（１.７％）の減少となっている。 

予算現額２億１,３１９万３千円に対しては、９５.０％の執行率で前年度９９. 

４％と比べ、４.４ポイントの減少を示している。 

 

・道路橋梁費 

     歳出決算額は、１３億６,４３６万４千円で前年度決算額７億６,６２６万９ 

千円と比べ、５億９,８０９万６千円（７８.１％）の増加となっている。 

予算現額１４億５,６１５万１千円に対しては、９３.７％の執行率で前年度９ 

２.４％と比べ、１.３ポイントの増加を示している。 

 

・河川費 

     歳出決算額は、１億８,１８５万７千円で前年度決算額４億５７４万７千円と 

比べ、２億２,３８９万円（５５.２％）の減少となっている。 

予算現額２億９３万７千円に対しては、９０.５％の執行率で前年度９８.０％ 



 

と比べ、７.５ポイントの減少を示している。 

 

・都市計画費 

     歳出決算額は、３３億３,７４８万６千円で前年度決算額３１億９８４万円と 

比べ、２億２,７６４万５千円（７.３％）の増加となっている。 

予算現額３３億８,４３２万３千円に対しては、９８.６％の執行率で前年度９ 

７.５％と比べ、１.１ポイントの増加を示している。 

 

・住宅費 

     歳出決算額は、１億５,３５２万５千円で前年度決算額１億９,６６６万１千 

円と比べ、４,３１３万６千円（２１.９％）の減少となっている。 

予算現額１億６,２７７万４千円に対しては、９４.３％の執行率で前年度９７. 

３％と比べ、３.０ポイントの減少を示している。 

 

   款９ 消防費 

     歳出決算額は、２４億８,２００万５千円で前年度決算額２３億４,６５０万 

円と比べ、１億３,５５０万５千円（５.８％）の増加となっている。 

予算現額２５億２,１５１万５千円に対しては、９８.４％の執行率で前年度９ 

３.８％と比べ、４.６ポイントの増加を示している。 

 

   款 10 教育費 

     歳出決算額は、１０１億６９６万９千円で前年度決算額９０億９５０万９千 

円と比べ、１０億９,７４５万９千円（１２.２％）の増加となっている。 

予算現額１０９億９,３２３万７千円に対しては、９１.９％の執行率で前年度 

８７.８％と比べ、４.１ポイントの増加を示している。 

 

    内訳は、次のとおりである。 

 

・教育総務費 

     歳出決算額は、２９億４,２３４万１千円で前年度決算額２８億８,４１０万 

３千円と比べ、５,８２３万８千円（２.０％）の増加となっている。 

予算現額３１億７８６万２千円に対しては、９４.７％の執行率で前年度９５. 

３％と比べ、０.６ポイントの減少を示している。 

 

・小学校費 

     歳出決算額は、３６億９９２万３千円で前年度決算額２９億５,７２５万３千 

円と比べ、６億５,２６７万円（２２.１％）の増加となっている。 

予算現額４１億３,６７４万９千円に対しては、８７.３％の執行率で前年度７ 

５.１％と比べ、１２.２ポイントの増加を示している。 



 

 

・中学校費 

歳出決算額は、１２億１,４４４万４千円で前年度決算額９億５,３７６万５ 

千円と比べ、２億６,０６７万９千円（２７.３％）の増加となっている。 

予算現額１２億７,５２２万６千円に対しては、９５.２％の執行率で前年度９ 

４.１％と比べ、１.１ポイントの増加を示している。 

 

・幼稚園費 

歳出決算額は、８億３,２０２万５千円で前年度決算額８億５,４６７万１千 

円と比べ、２,２６４万６千円（２.６％）の減少となっている。 

予算現額９億２,９２１万５千円に対しては、８９.５％の執行率で前年度９５. 

５％と比べ、６.０ポイントの減少を示している。 

 

・社会教育費 

歳出決算額は、１２億８８８万４千円で前年度決算額１０億９１６万９千円 

と比べ、１億９,９７１万５千円（１９.８％）の増加となっている。 

予算現額１２億４,２４２万４千円に対しては、９７.３％の執行率で前年度９ 

８.０％と比べ、０.７ポイントの減少を示している。 

 

・体育費 

歳出決算額は、２億９,９３５万１千円で前年度決算額３億５,０５４万８千 

円と比べ、５,１１９万７千円（１４.６％）の減少となっている。 

予算現額３億１７６万１千円に対しては、９９.２％の執行率で前年度９９.５ 

％と比べ、０.３ポイントの減少を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   款 11 公債費 

     歳出決算額は、３２億７２万６千円で前年度決算額３４億８,４３４万８千円 

と比べ、２億８,３６２万２千円（８.１％）の減少となっている。 

予算現額３２億４２３万７千円に対しては、９９.９％の執行率で前年度と同一 

である。 

 



 

   款 12 諸支出金 

     歳出決算額は、１億２,５２９万２千円で前年度決算額８,６９６万５千円と 

比べ、３,８３２万７千円（４４.１％）の増加となっている。 

予算現額１億２,５２９万３千円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と 

同一である。 

 

   款 13 予備費 

     予備費については、当初予算額４億円に対し、３２件、４,１１２万２千円を 

充当した。



 

表 11 

款別歳出状況年度比較表 

（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決 算 額 決 算 額

構 成 比 構 成 比

1 議 会 費 397,391,000 389,856,001 98.1 0.5 448,347,000 440,837,279 98.3 0.6 △ 50,981,278 △ 11.6

2 総 務 費 10,703,199,000 10,427,831,958 97.4 12.8 9,433,879,000 9,288,269,082 98.5 12.1 1,139,562,876 12.3

3 民 生 費 43,966,382,782 41,048,640,695 93.4 50.5 42,021,134,691 40,068,674,549 95.4 52.3 979,966,146 2.4

4 衛 生 費 7,689,629,000 7,399,103,072 96.2 9.1 6,729,035,000 6,398,686,068 95.1 8.4 1,000,417,004 15.6

5 労 働 費 33,413,000 33,357,397 99.8 0.0 33,709,000 33,430,552 99.2 0.0 △ 73,155 △ 0.2

6 農 業 費 120,047,000 115,273,640 96.0 0.1 152,198,000 147,490,266 96.9 0.2 △ 32,216,626 △ 21.8

7 商 工 費 782,485,000 769,089,465 98.3 1.0 576,056,000 559,117,943 97.1 0.7 209,971,522 37.6

8 土 木 費 5,417,378,000 5,239,678,441 96.7 6.4 4,841,837,000 4,684,557,243 96.8 6.1 555,121,198 11.9

9 消 防 費 2,521,515,000 2,482,005,454 98.4 3.1 2,502,453,000 2,346,500,236 93.8 3.1 135,505,218 5.8

10 教 育 費 10,993,237,000 10,106,968,564 91.9 12.4 10,257,348,000 9,009,509,384 87.8 11.8 1,097,459,180 12.2

11 公 債 費 3,204,237,000 3,200,725,883 99.9 3.9 3,487,860,000 3,484,347,610 99.9 4.6 △ 283,621,727 △ 8.1

12 諸 支 出 金 125,293,000 125,292,244 100.0 0.2 86,966,000 86,965,238 100.0 0.1 38,327,006 44.1

13 予 備 費 18,878,000 0 0.0 0.0 6,964,000 0 0.0 0.0 0 0.0

85,973,084,782 81,337,822,814 94.6 100.0 80,577,786,691 76,548,385,450 95.0 100.0 4,789,437,364 6.3

予 算 現 額 決　算　額

合　　　計

執 行 率

令　　和　　６　　年　　度               区　分

  款　別

対　前　年　度

比　　率増  減  額執 行 率

令　　和　　７　　年　　度

予　算　現　額 決　　算　　額



 

  ② 性質別歳出決算額の比較 

    性質別における前年度との比較は、表 12 に示すとおりである。 

    消費的経費の決算額は、６３１億６５９万４千円で前年度５９５億６,８４０万 

９千円と比べ、３５億３,８１８万５千円（５.９％）の増加となっており、歳出 

決算総額８１３億３,７８２万３千円に対し、７７.６％の構成比率で前年度７７. 

８％と比べ、０.２ポイントの減少を示している。 

 投資的経費の決算額は、２８億７,３１３万３千円で前年度２５億４,３２０万 

４千円と比べ、３億２,９９２万９千円（１３.０％）の増加となっており、歳出 

決算総額に対し、３.５％の構成比率で前年度３.３％と比べ、０.２ポイントの増 

加を示している。 

 公債費の決算額は、３２億７２万６千円で前年度３４億８,４３４万８千円と比 

べ、２億８,３６２万２千円（８.１％）の減少となっており、歳出決算総額に対 

し、３.９％の構成比率で前年度４.６％と比べ、０.７ポイントの減少を示してい 

る。 

 繰出金の決算額は、８６億３,１４０万６千円で前年度８５億４,７９３万４千 

円と比べ、８,３４７万２千円（１.０％）の増加となっており、歳出決算総額に 

対し、１０.６％の構成比率で前年度１１.２％と比べ、０.６ポイントの減少を示 

している。 

 その他の決算額は、３５億２,５９６万３千円で前年度２４億４４９万１千円と 

比べ、１１億２,１４７万３千円（４６.６％）の増加となっており、歳出決算総 

額に対し、４.３％の構成比率で前年度３.１％と比べ、１.２ポイントの増加を示 

している。 

 

注  その他とは、積立金、投資及び出資金・貸付金をいう。 

 

なお、当年度の義務的経費（人件費、扶助費、公債費の合計）は４１３億６,６ 

２２万円で前年度３９７億２００万４千円と比べ、１６億６,４２１万６千円 

（４.２％）の増加となっており、歳出決算総額に対し、５０.９％の構成比率で 

前年度５１.９％と比べ、１.０ポイントの減少を示している。 



 

表 12 

性質別歳出決算額比較表 

（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決　　算　　額 構　成　比 決　　算　　額 構　成　比 増  減  額 比　　率

63,106,594,197 77.6 59,568,409,283 77.8 3,538,184,914 5.9

人 件 費 12,570,332,981 15.5 12,279,854,041 16.0 290,478,940 2.4

物 件 費 13,436,217,590 16.5 12,242,244,102 16.0 1,193,973,488 9.8

維 持 補 修 費 501,629,337 0.6 350,813,357 0.5 150,815,980 43.0

扶 助 費 25,595,161,338 31.5 23,937,802,118 31.3 1,657,359,220 6.9

補 助 費 等 11,003,252,951 13.5 10,757,695,665 14.1 245,557,286 2.3

2,873,133,104 3.5 2,543,204,086 3.3 329,929,018 13.0

内 普 通 建 設 事 業 費 2,873,133,104 3.5 2,543,204,086 3.3 329,929,018 13.0

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

訳 失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

3,200,725,883 3.9 3,484,347,610 4.6 △ 283,621,727 △ 8.1

8,631,406,360 10.6 8,547,933,867 11.2 83,472,493 1.0

3,525,963,270 4.3 2,404,490,604 3.1 1,121,472,666 46.6

81,337,822,814 100.0 76,548,385,450 100.0 4,789,437,364 6.3歳 出 合 計

消 費 的 経 費

内
　
　
訳

投 資 的 経 費

令　和　６　年　度                              年 度 別

　経 費 別

対　前　年　度

公 債 費

繰 出 金

令　和　７　年　度

そ の 他



 

  ③ 予備費充当の状況 

    予備費の充当状況は、表 13 に示すとおりである。 

 

表 13 

予 備 費 充 当 状 況 表 

（単位：円：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ④ 予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況 

当年度予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況は、 

表 14 に示すとおりである。 

 

表 14 

充　当　額 件　数

3 職 員 手 当 等 803,000 1

7 報 償 費 170,000 1

8 旅 費 1,175,000 3

12 委 託 料 1,161,000 1

21 補償、補填及 び賠 償金 20,000 1

3 民   生   費 10 需 用 費 2,853,000 3

7 報 償 費 34,000 1

10 需 用 費 3,795,000 1

12 委 託 料 1,153,000 2

18 負担金、補助及び交付金 170,000 1

21 補償、補填及 び賠 償金 243,000 1

7 報 償 費 385,000 1

10 需 用 費 5,019,000 5

12 委 託 料 572,000 1

13 使 用 料 及 び 賃 借 料 328,000 1

17 備 品 購 入 費 23,188,000 7

18 負担金、補助及び交付金 53,000 1

41,122,000 32

教 育 費10

節款

合　　　　　　　計

総   務   費2

8 土　 木 　費



 

予 算 の 流 用 状 況 表 

流用元                                   （単位：円：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流用先                                   （単位：円：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本表は、当該年度の流用のうち、歳入歳出決算事項別明細書に記載のあるものについて示したものである。 

３ 国民健康保険特別会計 

 

金　　額 件数 金　　額 件数

1 報 酬 99,000 3 15 原 材 料 費 0 0

2 給 料 0 0 16 公 有 財 産 購 入費 0 0

3 職 員 手 当 等 0 0 17 備 品 購 入 費 228,000 2

4 共 済 費 0 0 18
負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

388,000 4

5 災 害 補 償 費 0 0 19 扶 助 費 0 0

6 恩給及び退職年金 0 0 20 貸 付 金 0 0

7 報 償 費 125,000 5 21
補 償 、 補 填
及 び 賠 償 金

0 0

8 旅 費 57,000 3 22
償 還 金 、 利 子
及 び 割 引 料

0 0

9 交 際 費 0 0 23 投 資 及 び 出 資金 0 0

10 需 用 費 1,935,000 13 24 積 立 金 0 0

11 役 務 費 0 0 25 寄 附 金 0 0

12 委 託 料 17,214,000 39 26 公 課 費 0 0

13 使用料及び賃借料 183,000 6 27 繰 出 金 0 0

14 工 事 請 負 費 31,000 1 20,260,000 76

節　　　別 節　　　別

合　　　計

金　　額 件数 金　　額 件数

1 報 酬 68,000 2 15 原 材 料 費 0 0

2 給 料 0 0 16 公 有 財 産 購 入費 0 0

3 職 員 手 当 等 569,000 1 17 備 品 購 入 費 2,041,000 7

4 共 済 費 0 0 18
負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

179,000 4

5 災 害 補 償 費 0 0 19 扶 助 費 0 0

6 恩給及び退職年金 0 0 20 貸 付 金 0 0

7 報 償 費 160,000 8 21
補 償 、 補 填
及 び 賠 償 金

20,000 2

8 旅 費 23,000 2 22
償 還 金 、 利 子
及 び 割 引 料

0 0

9 交 際 費 0 0 23 投 資 及 び 出 資金 0 0

10 需 用 費 12,407,000 17 24 積 立 金 0 0

11 役 務 費 2,533,000 16 25 寄 附 金 0 0

12 委 託 料 1,851,000 8 26 公 課 費 38,000 2

13 使用料及び賃借料 371,000 7 27 繰 出 金 0 0

14 工 事 請 負 費 0 0 20,260,000 76合　　　計

節　　　別 節　　　別



 

（１）歳入決算状況 

  ① 歳入決算額における前年度との比較 

    款別歳入状況の年度比較は、表 15 の(1)に示すとおりである。 

    歳入決算額は、１６２億９,６８５万７千円で前年度決算額１６４億９,０４３ 

万２千円と比べ、１億９,３５７万６千円（１.２％）の減少となっている。 

予算現額１７５億３,５７５万７千円に対しては、９２.９％の収入率で前年度９ 

２.１％と比べ、０.８ポイントの増加を示し、調定額１６７億４,９０８万７千円 

に対しては、９７.３％の収入率で前年度９７.５％と比べ、０.２ポイントの減少 

を示している。 

 

内訳は、次のとおりである。 

   

   款１ 国民健康保険税 

     歳入決算額は、３２億７,１４０万２千円で前年度決算額３１億２,１６１万 

８千円と比べ、１億４,９７８万３千円（４.８％）の増加となっている。 

予算現額３１億３,２９１万５千円に対しては、１０４.４％の収入率で前年度 

１０４.９％と比べ、０.５ポイントの減少を示し、調定額３６億５,３５３万３ 

千円に対しては、８９.５％の収入率で前年度８９.７％と比べ、０.２ポイント 

の減少を示している。 

 

   款２ 一部負担金 

     歳入決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

 

   款３ 国庫支出金 

歳入決算額は、１万１千円で前年度決算額１,０８３万３千円と比べ、１,０ 

８２万２千円（９９.９％）の減少となっている。 

予算現額１千円に対しては、１,１００.０％の収入率で前年度１０１.６％と比 

べ、９９８.４ポイントの増加を示している。 

 

   款４ 都支出金 

     歳入決算額は、１０８億６,５４３万８千円で前年度決算額１０９億１,５４ 

０万９千円と比べ、４,９９７万１千円（０.５％）の減少となっている。 

予算現額１２０億１,８９８万４千円に対しては、９０.４％の収入率で前年度 

８９.８％と比べ、０.６ポイントの増加を示している。 

 

 

   款５ 繰入金 

     歳入決算額は、２０億６,１７３万１千円で前年度決算額２２億１,３９５万 

４千円と比べ、１億５,２２２万２千円（６.９％）の減少となっている。 



 

予算現額２２億７,３６８万５千円に対しては、９０.７％の収入率で前年度８ 

７.４％と比べ、３.３ポイントの増加を示している。 

 

   款６ 繰越金 

     歳入決算額は、７,８６８万９千円で前年度決算額２億１６２万４千円と比 

べ、１億２,２９３万５千円（６１.０％）の減少となっている。 

予算現額７,８６８万８千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一 

である。 

 

   款７ 諸収入 

     歳入決算額は、１,９５８万６千円で前年度決算額２,６９９万５千円と比べ、 

７４０万８千円（２７.４％）の減少となっている。 

予算現額３,１４８万２千円に対しては、６２.２％の収入率で前年度８５.７％ 

と比べ、２３.５ポイントの減少を示している。 

 

表 15 の(1) 

歳 入 決 算 額 比 較 表 

                                   （単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 国 民 健 康 保 険 税 3,271,401,664 20.1 3,121,618,325 18.9 149,783,339 4.8

2 一 部 負 担 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

3 国 庫 支 出 金 11,000 0.0 10,833,000 0.1 △ 10,822,000 △ 99.9

4 都 支 出 金 10,865,437,879 66.7 10,915,408,582 66.2 △ 49,970,703 △ 0.5

5 繰 入 金 2,061,731,201 12.6 2,213,953,615 13.4 △ 152,222,414 △ 6.9

6 繰 越 金 78,688,878 0.5 201,624,224 1.2 △ 122,935,346 △ 61.0

7 諸 収 入 19,586,177 0.1 26,994,604 0.2 △ 7,408,427 △ 27.4

16,296,856,799 100.0 16,490,432,350 100.0 △ 193,575,551 △ 1.2合　　　　計

令和７年度 令和６年度 対 前 年 度              区　分
  款　別



 

  ② 国民健康保険税の収納状況 

    ア 国民健康保険税の年度別収納状況 

      国民健康保険税の年度別収納状況は、表 15 の(2)に示すとおりである。 

 

     ・現年度分 

      歳入決算額は、３１億５,０６９万９千円で前年度決算額２９億７,３８５ 

万７千円と比べ、１億７,６８４万１千円（５.９％）の増加となっている。 

予算現額３０億２,２１９万２千円に対しては、１０４.３％の収入率で前年 

度１０４.６％と比べ、０.３ポイントの減少を示し、調定額３３億３,００９ 

万５千円に対しては、９４.６％の収入率で前年度９５.０％と比べ、０.４ポ 

イントの減少を示している。 

 

・滞納繰越分 

 歳入決算額は、１億２,０７０万３千円で前年度決算額１億４,７７６万１ 

千円と比べ、２,７０５万８千円（１８.３％）の減少となっている。 

予算現額１億１,０７２万３千円に対しては、１０９.０％の収入率で前年度 

１１１.５％と比べ、２.５ポイントの減少を示し、調定額３億２,３４３万８ 

千円に対しては、３７.３％の収入率で前年度４２.１％と比べ、４.８ポイン 

トの減少を示している。 

  



 

表 15 の(2)      年度別国民健康保険税収納状況表 

                                      （単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 不納欠損の内訳 

      国民健康保険税の不納欠損の内訳は、表 15 の(3)に示すとおりである。 

不納欠損は、件数が９３８件、金額が１,０８０万３千円で前年度４,２８ 

４件、３,９１１万円と比べ、件数では３,３４６件の減少、金額では２, 

８３０万８千円の減少となっている。 

 

表 15 の(3)       国民健康保険税不納欠損内訳表 

（単位：件：円） 

 

 

 

 

※ 区分条項については、29 ページ参照 

  ③ 繰入金の年度別状況 

令和７年度 令和６年度 令和５年度

現 年 度 分 3,022,192,000 2,843,868,000 2,910,998,000

滞 納 繰 越 分 110,723,000 132,507,000 140,669,000

計 3,132,915,000 2,976,375,000 3,051,667,000

現 年 度 分 3,330,095,400 3,130,266,500 3,158,425,700

滞 納 繰 越 分 323,437,796 350,749,705 398,603,404

計 3,653,533,196 3,481,016,205 3,557,029,104

現 年 度 分 3,150,698,568 2,973,857,149 3,003,894,985

滞 納 繰 越 分 120,703,096 147,761,176 152,097,107

計 3,271,401,664 3,121,618,325 3,155,992,092

現 年 度 分 192,138,132 166,454,751 164,984,069

滞 納 繰 越 分 192,540,453 165,449,145 196,353,740

計 384,678,585 331,903,896 361,337,809

現 年 度 分 12,819,300 10,189,000 10,488,454

滞 納 繰 越 分 530,300 1,427,067 972,916

計 13,349,600 11,616,067 11,461,370

現 年 度 分 94.6 95.0 95.1

滞 納 繰 越 分 37.3 42.1 38.2

計 89.5 89.7 88.7

収
入
未
済
額

還
付
未
済
額
対

調

定

収

入

率

区　　　　分

予
算
現
額

調

定

額

収
入
済
額

件 数 金　 額 件 数 金　 額 件 数 金　 額 件 数 金　 額

国民健康
保 険 税

182 2,069,800 499 6,107,005 257 2,625,742 938 10,802,547

第15条の7第4項 第15条の7第5項 合　　　計第18条第1項     区分
税目



 

    繰入金の年度別状況は、表 15 の(4)に示すとおりである。 

 

表 15 の(4) 

一般会計からの年度別繰入金比較表 

                                   （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

（２）歳出決算状況 

  ① 歳出決算額における前年度との比較 

    款別歳出状況の年度比較は、表 16 の(1)に示すとおりである。 

    歳出決算額は、１６１億６,６６２万１千円で前年度決算額１６４億１,１７４ 

万３千円と比べ、２億４,５１２万２千円（１.５％）の減少となっている。 

予算現額１７５億３,５７５万７千円に対しては、９２.２％の執行率で前年度９ 

１.６％と比べ、０.６ポイントの増加を示している。 

 

    内訳は、次のとおりである。 

 

   款１ 総務費 

     歳出決算額は、２億１,９６６万円で前年度決算額２億２,７４８万６千円と 

比べ、７８２万６千円（３.４％）の減少となっている。 

予算現額２億３,３３８万８千円に対しては、９４.１％の執行率で前年度９３. 

４％と比べ、０.７ポイントの増加を示している。 

 

   款２ 保険給付費 

     歳出決算額は、１０５億６,５９８万６千円で前年度決算額１０６億１,６１ 

２万４千円と比べ、５,０１３万８千円（０.５％）の減少となっている。 

予算現額１１８億９,０３５万５千円に対しては、８８.９％の執行率で前年度 

８８.１％と比べ、０.８ポイントの増加を示している。 

 

 

 

 

   款３ 国民健康保険事業費納付金 

     歳出決算額は、４９億７,３３９万円で前年度決算額５２億３,５１０万２千 

決　　算　　額 指数 決　　算　　額 指数 決　　算　　額 指数

2,061,731,201 85.0 2,213,953,615 91.2 2,426,580,724 100.0

令和７年度 令和６年度 令和５年度



 

円と比べ、２億６,１７１万２千円（５.０％）の減少となっている。 

予算現額４９億７,３３９万２千円に対しては、１００.０％の執行率で前年度 

と同一である。 

 

   款４ 保健事業費 

     歳出決算額は、１億８,９０８万４千円で前年度決算額１億５,７９５万４千 

円と比べ、３,１１３万１千円（１９.７％）の増加となっている。 

予算現額２億１,３３９万円に対しては、８８.６％の執行率で前年度８４.０％ 

と比べ、４.６ポイントの増加を示している。 

 

   款５ 諸支出金 

     歳出決算額は、２億１,８５０万１千円で前年度決算額１億７,５０７万８千 

円と比べ、４,３４２万３千円（２４.８％）の増加となっている。 

予算現額２億２,４２３万２千円に対しては、９７.４％の執行率で前年度８６. 

９％と比べ、１０.５ポイントの増加を示している。 

 

   款６ 予備費 

     歳出決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

 

表 16 の(1) 

歳 出 決 算 額 比 較 表 

                                   （単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 総 務 費 219,659,843 1.4 227,486,190 1.4 △ 7,826,347 △ 3.4

2 保 険 給 付 費 10,565,985,675 65.3 10,616,123,675 64.7 △ 50,138,000 △ 0.5

3
国民健康保険事業費

納 付 金
4,973,390,177 30.8 5,235,101,685 31.9 △ 261,711,508 △ 5.0

4 保 健 事 業 費 189,084,226 1.2 157,953,615 0.9 31,130,611 19.7

5 諸 支 出 金 218,501,259 1.3 175,078,307 1.1 43,422,952 24.8

6 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

16,166,621,180 100.0 16,411,743,472 100.0 △ 245,122,292 △ 1.5合          計

              区　分

  款　別

令和７年度 令和６年度 対 前 年 度



 

  ② 療養諸費等の年度比較 

    療養諸費等の年度比較は、表 16 の(2)に示すとおりである。 

 

  注 療養諸費とは、国民健康保険被保険者の疾病及び負傷に関しての、診察費・薬 

剤の支給等の療養給付費や補装具代等の療養費などの給付費用をいう。 

 

表 16 の(2) 

療 養 諸 費 等 比 較 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 予備費充当の状況 

    予備費の充当状況は、０件となっている（表 17 国民健康保険特別会計予備費 

   充当状況表はない。）。 

 

  ④ 予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況 

    当年度予算の流用状況は、０件となっている（表 18 国民健康保険特別会計予算 

の流用状況表はない。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 土地区画整理事業特別会計 

増    減 比 率

世帯 22,229 22,630 △ 401 △ 1.8

人 30,222 31,081 △ 859 △ 2.8

件 543,255 563,816 △ 20,561 △ 3.6

円 12,351,736,392 12,385,804,411 △ 34,068,019 △ 0.3

１ 件 当 た り 費 用 額 円 22,737 21,968 769 3.5

１世帯当たり費用額 円 555,659 547,318 8,341 1.5

１ 人 当 た り 費 用 額 円 408,700 398,501 10,199 2.6

円 8,994,892,319 9,036,095,173 △ 41,202,854 △ 0.5

１世帯当たり負担金 円 404,647 399,297 5,350 1.3

１ 人 当 た り 負 担 金 円 297,627 290,727 6,900 2.4

令和７年度 令和６年度

保 険 者 負 担 金

内
訳

受 診 件 数

費 用 額

内
　
訳

対 前 年 度

世 帯 数（年間平均）

被保険者数（年間平均）

区　　　　分 単位



 

 

（１）歳入決算状況 

   款別歳入状況の年度比較は、表 19（５１ページ）に示すとおりである。 

   歳入決算額は、２８億９,７７４万２千円で前年度決算額２５億６,４５９万３千

円と比べ、３億３,３１５万円（１３.０％）の増加となっている。 

予算現額２９億２,８７６万５千円に対しては、９８.９％の収入率で前年度９９.７ 

％と比べ、０.８ポイントの減少を示し、調定額２８億９,７７４万２千円に対して 

は、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

 

   内訳は、次のとおりである。 

 

  款１ 使用料及び手数料 

    歳入決算額は、１３万９千円で前年度決算額１２万６千円と比べ、１万２千円

（９.７％）の増加となっている。 

予算現額９万８千円に対しては、１４１.４％の収入率で前年度１６１.９％と比 

べ、２０.５ポイントの減少を示している。 

 

  款２ 分担金及び負担金 

    歳入決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

 

  款３ 国庫支出金 

    歳入決算額は、７億５,２２０万６千円で前年度決算額６億６,８６５万３千円

と比べ、８,３５５万３千円（１２.５％）の増加となっている。 

予算現額７億７,２９１万５千円に対しては、９７.３％の収入率で前年度９５.７ 

％と比べ、１.６ポイントの増加を示している。 

 

  款４ 都支出金 

    歳入決算額は、２億４６６万４千円で前年度決算額７,１６１万１千円と比べ、

１億３,３０５万４千円（１８５.８％）の増加となっている。 

予算現額２億１,５０１万９千円に対しては、９５.２％の収入率で前年度１００. 

０％と比べ、４.８ポイントの減少を示している。 

 

  款５ 財産収入 

    歳入決算額は、４０１万４千円で前年度決算額４３万５千円と比べ、３５７万

８千円（８２２.０％）の増加となっている。 

予算現額４０１万５千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度９９.６％と 

比べ、０.４ポイントの増加を示している。 

   款６ 繰入金 

     歳入決算額は、１４億３,０２７万円で前年度決算額１３億２,２５５万円と 



 

比べ、１億７７２万円（８.１％）の増加となっている。 

 

   款７ 繰越金 

     歳入決算額は、２億５,４２５万４千円で前年度決算額３億２,８６６万６千 

円と比べ、７,４４１万１千円（２２.６％）の減少となっている。 

 

   款８ 諸収入 

     歳入決算額は、２億５,２１９万６千円で前年度決算額１億７,２５５万２千 

円と比べ、７,９６４万３千円（４６.２％）の増加となっている。 

 

表 19 

歳 入 決 算 額 比 較 表 

                                   （単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 使用料及び手数料 138,600 0.0 126,300 0.0 12,300 9.7

2 分担金及び負担金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

3 国 庫 支 出 金 752,205,775 26.0 668,652,500 26.1 83,553,275 12.5

4 都 支 出 金 204,664,000 7.1 71,610,500 2.8 133,053,500 185.8

5 財 産 収 入 4,013,792 0.1 435,331 0.0 3,578,461 822.0

6 繰 入 金 1,430,270,000 49.3 1,322,550,000 51.6 107,720,000 8.1

7 繰 越 金 254,254,352 8.8 328,665,682 12.8 △ 74,411,330 △ 22.6

8 諸 収 入 252,195,795 8.7 172,552,351 6.7 79,643,444 46.2

2,897,742,314 100.0 2,564,592,664 100.0 333,149,650 13.0合          計

令和７年度 令和６年度 対 前 年 度              区　分

  款　別



 

（２）歳出決算状況 

  ① 歳出決算額における前年度との比較 

    款別歳出状況の年度比較は、表 20 に示すとおりである。 

    歳出決算額は、２７億７,４８９万２千円で前年度決算額２３億１,０３３万８ 

千円と比べ、４億６,４５５万４千円（２０.１％）の増加となっている。 

予算現額２９億２,８７６万５千円に対しては、９４.７％の執行率で前年度８９. 

８％と比べ、４.９ポイントの増加を示している。 

 

    内訳は、次のとおりである。 

 

   款１ 区画整理費 

     歳出決算額は、２６億４,９１３万５千円で前年度決算額２０億５,５２５万 

７千円と比べ、５億９,３８７万８千円（２８.９％）の増加となっている。 

予算現額２８億２５０万７千円に対しては、９４.５％の執行率で前年度８８. 

７％と比べ、５.８ポイントの増加を示している。 

 

   款２ 公債費 

     歳出決算額は、１億２,５７５万７千円で前年度決算額２億５,５０８万１千 

円と比べ、１億２,９３２万４千円（５０.７％）の減少となっている。 

予算現額１億２,５７５万８千円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と 

同一である。 

 

   款３ 予備費 

     歳出決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

表 20            歳 出 決 算 額 比 較 表 

                                   （単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 予備費充当の状況 

    予備費の充当状況は、０件となっている（表 21 土地区画整理事業特別会計予備

費充当状況表はない。）。 

  ③ 予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 区 画 整 理 費 2,649,134,980 95.5 2,055,257,161 89.0 593,877,819 28.9

2 公 債 費 125,757,447 4.5 255,081,151 11.0 △ 129,323,704 △ 50.7

3 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

2,774,892,427 100.0 2,310,338,312 100.0 464,554,115 20.1合      計

令和７年度 令和６年度 対 前 年 度          区　分
 款　別



 

    当年度予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況は、 

表 22 に示すとおりである。 

 

表 22          予 算 の 流 用 状 況 表 

流用元           （単位：円：件）   流用先           （単位：円：件） 

 

 

 

 

※本表は、当該年度の流用のうち、歳入歳出決算事項別明細書に記載のあるものについて示したものである。 

 

参考 

令和７年度の土地区画整理事業概要は次表のとおりである。 

（単位：円：ha） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 総事業費は、事業計画書の資金計画上の総事業費です。 

※２ 令和７年度において、組合施行（川辺堀之内・上台）への助成を行っていないため、 

決算額は０円です。 

金　　額 件数 金　　額 件数

14 工 事 請 負 費 160,000 1 12 委 託 料 160,000 1

160,000 1 160,000 1

節　　　別 節　　　別

合　　　計 合　　　計

豊 田 南 87.1 昭 和 61 ～ 令 和 10 年 度

万 願 寺 第 二 46.4 平 成 3 ～ 令 和 14 年 度

東 町 34.5 平 成 4 ～ 令 和 15 年 度

西 平 山 91.4 平 成 4 ～ 令 和 10 年 度

組 合 施 行

（ 川 辺 堀 之 内）※２
18.1 平 成 20 ～ 令 和 9 年 度

組 合 施 行
（ 上 台 ） ※ ２

1.1 令 和 6 ～ 令 和 9 年 度

1,298,000,183

733,465

16,661,000,000

40,800,000,000

327,552,746

240,631,989

0

0

8,669,778,000

※１

620,577,069

44,000,000,000

25,576,000,000

総 事 業 費 区域面積 施　行　年　度決　算　額
            項　目
 事業地区



 

５ 介護保険特別会計 

 

（１）歳入決算状況 

   款別歳入状況の年度比較は、表 23（５５ページ）に示すとおりである。 

   歳入決算額は、１６９億５,８０６万１千円で前年度決算額１６３億７,３６４万 

円と比べ、５億８,４４２万１千円（３.６％）の増加となっている。 

予算現額１７３億３,３８８万３千円に対しては、９７.８％の収入率で前年度９８. 

９％と比べ、１.１ポイントの減少を示し、調定額１６９億９,７３４万１千円に対 

しては、９９.８％の収入率で前年度と同一である。 

 

   内訳は、次のとおりである。 

 

  款１ 保険料 

    歳入決算額は、３５億１,３２０万３千円で前年度決算額３４億５,１８９万７ 

千円と比べ、６,１３０万６千円（１.８％）の増加となっている。 

予算現額３３億８,８０５万８千円に対しては、１０３.７％の収入率で前年度１ 

０２.３％と比べ、１.４ポイントの増加を示し、調定額３５億５,１３４万５千円 

に対しては、９８.９％の収入率で前年度と同一である。 

 

  款２ 国庫支出金 

    歳入決算額は、３９億７,０２６万５千円で前年度決算額３６億５,６４６万４ 

千円と比べ、３億１,３８０万１千円（８.６％）の増加となっている。 

予算現額３８億８,７７１万３千円に対しては、１０２.１％の収入率で前年度１ 

００.０％と比べ、２.１ポイントの増加を示している。 

 

  款３ 支払基金交付金 

    歳入決算額は、４３億６１３万６千円で前年度決算額４２億４,１９１万６千円 

と比べ、６,４２２万円（１.５％）の増加となっている。 

予算現額４４億８,８６４万９千円に対しては、９５.９％の収入率で前年度９９. 

１％と比べ、３.２ポイントの減少を示している。 

 

  款４ 都支出金 

    歳入決算額は、２４億７,１８３万２千円で前年度決算額２３億７,１６８万２ 

千円と比べ、１億１４万９千円（４.２％）の増加となっている。 

予算現額２４億９,９６８万円に対しては、９８.９％の収入率で前年度９９.９％ 

と比べ、１.０ポイントの減少を示している。 

 

 

  款５ 財産収入 



 

    歳入決算額は、１３４万１千円で前年度決算額１２３万３千円と比べ、１０万

８千円（８.８％）の増加となっている。 

予算現額１３４万１千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度１５４.１％ 

と比べ、５４.１ポイントの減少を示している。 

 

  款６ 繰入金 

    歳入決算額は、２６億２,２７８万１千円で前年度決算額２４億７,２３５万４ 

千円と比べ、１億５,０４２万７千円（６.１％）の増加となっている。 

予算現額３０億１,０１０万３千円に対しては、８７.１％の収入率で前年度９１. 

７％と比べ、４.６ポイントの減少を示している。 

 

  款７ 繰越金 

    歳入決算額は、５,８０３万１千円で前年度決算額１億７,０３０万４千円と比 

べ、１億１,２２７万３千円（６５.９％）の減少となっている。 

予算現額５,８０３万１千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一で 

ある。 

 

  款８ 諸収入 

    歳入決算額は、１,４４７万３千円で前年度決算額７７８万９千円と比べ、６６ 

８万４千円（８５.８％）の増加となっている。 

予算現額３０万８千円に対しては、４,６９９.１％の収入率で前年度２,３５３. 

２％と比べ、２,３４５.９ポイントの増加を示している。 

 

表 23 

歳 入 決 算 額 比 較 表 

（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）歳出決算状況 

  ① 歳出決算額における前年度との比較 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 保 険 料 3,513,203,004 20.7 3,451,897,216 21.1 61,305,788 1.8

2 国 庫 支 出 金 3,970,264,784 23.4 3,656,463,973 22.3 313,800,811 8.6

3 支払基金交付金 4,306,136,000 25.4 4,241,916,468 25.9 64,219,532 1.5

4 都 支 出 金 2,471,831,570 14.6 2,371,682,312 14.5 100,149,258 4.2

5 財 産 収 入 1,341,095 0.0 1,232,876 0.0 108,219 8.8

6 繰 入 金 2,622,780,651 15.5 2,472,354,080 15.1 150,426,571 6.1

7 繰 越 金 58,031,049 0.3 170,304,421 1.0 △ 112,273,372 △ 65.9

8 諸 収 入 14,473,127 0.1 7,789,078 0.1 6,684,049 85.8

16,958,061,280 100.0 16,373,640,424 100.0 584,420,856 3.6合  　　  計

令和７年度 令和６年度 対 前 年 度           区　分
 款　別



 

    款別歳出状況の年度比較は、表 24（５７ページ）に示すとおりである。 

    歳出決算額は、１６７億６,０５９万２千円で前年度決算額１６３億１,５６０ 

万９千円と比べ、４億４,４９８万３千円（２.７％）の増加となっている。 

予算現額１７３億３,３８８万３千円に対しては、９６.７％の執行率で前年度９ 

８.６％と比べ、１.９ポイントの減少を示している。 

 

 内訳は、次のとおりである。 

 

款１ 総務費 

     歳出決算額は、３億１５６万９千円で前年度決算額２億６,３４０万５千円と 

比べ、３,８１６万５千円（１４.５％）の増加となっている。 

予算現額３億１,８７０万７千円に対しては、９４.６％の執行率で前年度９３. 

９％と比べ、０.７ポイントの増加を示している。 

 

款２ 保険給付費 

     歳出決算額は、１５４億３,５５３万６千円で前年度決算額１４９億２,３３ 

３万４千円と比べ、５億１,２２０万２千円（３.４％）の増加となっている。 

予算現額１５９億６,９０６万２千円に対しては、９６.７％の執行率で前年度 

９８.７％と比べ、２.０ポイントの減少を示している。 

 

款３ 地域支援事業費 

     歳出決算額は、９億４,７３３万７千円で前年度決算額９億２,１３７万４千 

円と比べ、２,５９６万３千円（２.８％）の増加となっている。 

予算現額９億６,８３４万４千円に対しては、９７.８％の執行率で前年度９７. 

３％と比べ、０.５ポイントの増加を示している。 

 

 款４ 基金積立金 

     歳出決算額は、１,４５７万２千円で前年度決算額５,６７０万２千円と比べ、 

４,２１３万円（７４.３％）の減少となっている。 

予算現額１,４５７万２千円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と同一 

である。 

 

款５ 諸支出金 

     歳出決算額は、６,１５７万８千円で前年度決算額１億５,０７９万６千円と 

比べ、８,９２１万８千円（５９.２％）の減少となっている。 

予算現額６,２１９万８千円に対しては、９９.０％の執行率で前年度９８.９％ 

と比べ、０.１ポイントの増加を示している。 

 

款６ 予備費 



 

     歳出決算額は、０円で前年度決算と同一である。 

 

表 24           歳 出 決 算 額 比 較 表 

                                   （単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 予備費充当の状況 

    予備費の充当状況は、０件となっている（表 25 介護保険特別会計予備費充当状

況表はない。）。 

 

  ③ 予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況 

    当年度予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況は、 

表 26 に示すとおりである。 

 

表 26          予 算 の 流 用 状 況 表 

流用元           （単位：円：件）   流用先           （単位：円：件） 

 

 

 

 

 

 

※本表は、当該年度の流用のうち、歳入歳出決算事項別明細書に記載のあるものについて示したものである。 

 

 

６ 後期高齢者医療特別会計 

 

（１）歳入決算状況 

   款別歳入状況の年度比較は、表 27（５９ページ）に示すとおりである。 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 総 務 費 301,569,039 1.8 263,404,533 1.6 38,164,506 14.5

2 保 険 給 付 費 15,435,536,156 92.1 14,923,333,871 91.5 512,202,285 3.4

3 地域支援事業費 947,337,106 5.6 921,373,924 5.6 25,963,182 2.8

4 基 金 積 立 金 14,572,000 0.1 56,701,544 0.4 △ 42,129,544 △ 74.3

5 諸 支 出 金 61,577,961 0.4 150,795,503 0.9 △ 89,217,542 △ 59.2

6 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

16,760,592,262 100.0 16,315,609,375 100.0 444,982,887 2.7合          計

令和７年度 令和６年度 対 前 年 度           区　分

 款　別

金　　額 件数 金　　額 件数

11 役 務 費 20,000 1 13
使 用 料 及 び
賃 借 料

20,000 1

18
負担金、補助及び
交 付 金

7,997,000 5 18
負担金、補助及び
交 付 金

7,997,000 5

8,017,000 6 8,017,000 6合　　　計 合　　　計

節　　　別 節　　　別



 

   歳入決算額は、５９億９,１９８万８千円で前年度決算額５７億６,７０５万３千 

円と比べ、２億２,４９３万５千円（３.９％）の増加となっている。 

予算現額５９億８,５６５万２千円に対しては、１００.１％の収入率で前年度と同 

一であり、調定額６０億６００万９千円に対しては、９９.８％の収入率で前年度と 

同一である。 

 

   内訳は、次のとおりである。 

 

  款１ 後期高齢者医療保険料 

    歳入決算額は、３０億８,５２４万円で前年度決算額２９億２,１６４万５千円 

と比べ、１億６,３５９万６千円（５.６％）の増加となっている。 

予算現額３０億７,２８３万２千円に対しては、１００.４％の収入率で前年度１ 

００.３％と比べ、０.１ポイントの増加を示し、調定額３０億９,９２６万１千円 

に対しては、９９.５％の収入率で前年度９９.７％と比べ、０.２ポイントの減少 

を示している。 

 

  款２ 使用料及び手数料 

    歳入決算額は、０円で、前年度決算額と同一である。 

 

  款３ 繰入金 

    歳入決算額は、２６億７,３０６万３千円で前年度決算額２５億９,８００万１ 

千円と比べ、７,５０６万２千円（２.９％）の増加となっている。 

予算現額２６億７,３０６万７千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と 

同一である。 

 

  款４ 諸収入 

    歳入決算額は、２億９７５万６千円で前年度決算額２億１,５１５万円と比べ、 

５３９万４千円（２.５％）の減少となっている。 

予算現額２億１,５８２万４千円に対しては、９７.２％の収入率で前年度９７. 

４％と比べ、０.２ポイントの減少を示している。 

 

 

 

 

  款５ 繰越金 

    歳入決算額は、２,３９２万９千円で前年度決算額３,２２５万７千円と比べ、 

８３２万８千円（２５.８％）の減少となっている。 

予算現額２,３９２万８千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一で 

ある。 



 

 

表 27 

歳 入 決 算 額 比 較 表 

（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 後期高齢者医療保険料 3,085,240,217 51.5 2,921,644,546 50.7 163,595,671 5.6

2 使 用 料 及 び 手 数 料 0 0.0 0 0.0 0 0.0

3 繰 入 金 2,673,063,423 44.6 2,598,001,316 45.0 75,062,107 2.9

4 諸 収 入 209,756,133 3.5 215,150,295 3.7 △ 5,394,162 △ 2.5

5 繰 越 金 23,928,621 0.4 32,256,974 0.6 △ 8,328,353 △ 25.8

5,991,988,394 100.0 5,767,053,131 100.0 224,935,263 3.9

令和７年度 令和６年度 対 前 年 度

合          計

               区　分

  款　別



 

（２）歳出決算状況 

  ① 歳出決算額における前年度との比較 

    款別歳出状況の年度比較は、表 28（６１ページ）に示すとおりである。 

    歳出決算額は、５９億４,０６４万１千円で前年度決算額５７億４,３１２万５ 

千円と比べ、１億９,７５１万６千円（３.４％）の増加となっている。 

予算現額５９億８,５６５万２千円に対しては、９９.２％の執行率で前年度９ 

９.６％と比べ、０.４ポイントの減少を示している。 

 

 内訳は、次のとおりである。 

 

款１ 総務費 

     歳出決算額は、９,０６４万８千円で前年度決算額８,３５６万３千円と比べ、 

７０８万５千円（８.５％）の増加となっている。 

予算現額９,６１８万２千円に対しては、９４.２％の執行率で前年度９４.９％ 

と比べ、０.７ポイントの減少を示している。 

 

款２ 分担金及び負担金 

     歳出決算額は、５５億２,７６８万６千円で前年度決算額５２億６,８６７万 

円と比べ、２億５,９０１万６千円（４.９％）の増加となっている。 

予算現額５５億２,８７０万３千円に対しては、１００.０％の執行率で前年度 

と同一である。 

 

款３ 給付費 

     歳出決算額は、６,６５５万円で前年度決算額７,３２５万円と比べ、６７０ 

万円（９.１％）の減少となっている。 

予算現額７,５００万円に対しては、８８.７％の執行率で前年度９７.７％と比 

べ、９.０ポイントの減少を示している。 

 

款４ 保健事業費 

     歳出決算額は、１億９,２２５万１千円で前年度決算額２億３,６９３万２千 

円と比べ、４,４６８万１千円（１８.９％）の減少となっている。 

予算現額２億１,８３２万２千円に対しては、８８.１％の執行率で前年度９５. 

０％と比べ、６.９ポイントの減少を示している。 

 

 

 

 

 

款５ 諸支出金 



 

     歳出決算額は、６,３５０万５千円で前年度決算額８,０７０万９千円と比べ、 

１,７２０万４千円（２１.３％）の減少となっている。 

予算現額６,６４４万５千円に対しては、９５.６％の執行率で前年度９９.９％ 

と比べ、４.３ポイントの減少を示している。 

 

款６ 予備費 

  歳出決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

 

表 28           歳 出 決 算 額 比 較 表 

                                   （単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 予備費充当の状況 

予備費の充当状況は、０件となっている（表 29 後期高齢者医療特別会計予備費 

充当状況表はない。）。 

 

  ③ 予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況 

    当年度予算の流用状況は、０件となっている（表 30 後期高齢者医療特別会計予 

算の流用状況表はない。）。  

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 総 務 費 90,648,165 1.5 83,562,784 1.5 7,085,381 8.5

2 分担金及び負担金 5,527,686,240 93.1 5,268,670,350 91.7 259,015,890 4.9

3 給 付 費 66,550,000 1.1 73,250,000 1.3 △ 6,700,000 △ 9.1

4 保 健 事 業 費 192,251,022 3.2 236,931,893 4.1 △ 44,680,871 △ 18.9

5 諸 支 出 金 63,505,405 1.1 80,709,483 1.4 △ 17,204,078 △ 21.3

6 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

5,940,640,832 100.0 5,743,124,510 100.0 197,516,322 3.4合          計

令和７年度 令和６年度 対 前 年 度            区　分

  款　別



 

７ 実質収支に関する調書 

 

  実質収支額等の比較は、表 31（６３ページ）に示すとおりである。 

 

（１）実質収支の比較 

   実質収支額は、歳入歳出差引額（形式収支額）から翌年度へ繰越すべき財源を差 

し引いた額である。当年度の一般会計と特別会計の実質収支額合計は２７億５,０３ 

９万８千円で前年度３８億１,６４６万９千円と比べ、１０億６,６０７万１千円（２ 

７.９％）の減少である。 

 

（２）単年度収支の比較 

   単年度収支額は、当年度実質収支額から前年度実質収支額を差し引いた額である。 

これは当年度実質収支額の中には前年度から繰り越された額があるので、その影響 

を控除することによりその年度の収支を明確にしようとするものである。 

   当年度の一般会計と特別会計の単年度収支額合計は△１０億６,６０７万１千円 

で前年度△６億６,７６４万８千円と比べ、△３億９,８４２万３千円（５９.７％） 

の減少である。 



 

表 31 

実 質 収 支 額 等 比 較 表 

（単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険 土地区画整理事業 介護保険 後期高齢者医療 小計 国民健康保険 土地区画整理事業 介護保険 後期高齢者医療 小計

83,790,845,512 16,296,856,799 2,897,742,314 16,958,061,280 5,991,988,394 42,144,648,787 125,935,494,299 80,282,693,051 16,490,432,350 2,564,592,664 16,373,640,424 5,767,053,131 41,195,718,569 121,478,411,620

81,337,822,814 16,166,621,180 2,774,892,427 16,760,592,262 5,940,640,832 41,642,746,701 122,980,569,515 76,548,385,450 16,411,743,472 2,310,338,312 16,315,609,375 5,743,124,510 40,780,815,669 117,329,201,119

2,453,022,698 130,235,619 122,849,887 197,469,018 51,347,562 501,902,086 2,954,924,784 3,734,307,601 78,688,878 254,254,352 58,031,049 23,928,621 414,902,900 4,149,210,501

継 続 費
逓 次 繰 越 額

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

繰 越 明 許 費
繰 越 額

181,736,310 0 22,790,301 0 0 22,790,301 204,526,611 252,227,782 0 80,514,000 0 0 80,514,000 332,741,782

事 故 繰 越
繰 越 額

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 181,736,310 0 22,790,301 0 0 22,790,301 204,526,611 252,227,782 0 80,514,000 0 0 80,514,000 332,741,782

2,271,286,388 130,235,619 100,059,586 197,469,018 51,347,562 479,111,785 2,750,398,173 3,482,079,819 78,688,878 173,740,352 58,031,049 23,928,621 334,388,900 3,816,468,719

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,482,079,819 78,688,878 173,740,352 58,031,049 23,928,621 334,388,900 3,816,468,719 3,751,265,106 201,624,224 328,665,682 170,304,421 32,256,974 732,851,301 4,484,116,407

△ 1,210,793,431 51,546,741 △ 73,680,766 139,437,969 27,418,941 144,722,885 △ 1,066,070,546 △ 269,185,287 △ 122,935,346 △ 154,925,330 △ 112,273,372 △ 8,328,353 △ 398,462,401 △ 667,647,688

翌
年
度
へ
繰
越
す
べ
き
財
源

区　　分

令和７年度

一般会計 合　　計
特別会計

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

実 質 収 支 額 （ Ａ ）

実 質 収 支 額 の う ち
地 方 自 治 法 第 233 条
の 2 の 規 定 に よ る
基 金 繰 入 額

前 年 度 実 質 収 支 額
（ Ｂ ）

単 年 度 収 支 額
（ Ａ － Ｂ ）

令和６年度

一般会計
特別会計

合　　計

歳 入 総 額



 

８ 財産に関する調書 

 

  当年度末現在における財産の状況は、表 32（７０ページ）に示すとおりである。 

  なお、国民健康保険高額療養費貸付基金及び国民健康保険出産費資金貸付基金の詳 

細は、次項で述べる。 

 

 （１）公有財産 

   ① 土地及び建物 

    ・土   地               1,746,705.47 ㎡ 

      行政財産               1,653,299.59 ㎡ 

      普通財産                 93,405.88 ㎡ 

    ・建   物                360,916.33 ㎡ 

      行政財産                345,528.57 ㎡ 

      普通財産                 15,387.76 ㎡ 

 

   ② 有価証券 

    ・当年度末現在高（２団体）                  ２,０１０万円 

 

   ③ 出資による権利 

    ・当年度末現在高（１１団体）    ６億６,２５５万６千円 

 

  （２）物  品 

    ・自動車                                           ５５台 

    ・物品（自動車以外の物品で１品目の取得価格が１００万円以上のもの）  ４６０件 

 

  (３）債  権 

    ・多摩都市モノレール株式会社貸付金        １１億円 

    ・市立病院経営支援貸付金             １０億円 

      当年度末現在高                ２１億円 

 

  （４）基  金 

基金は、積立型基金１５基金、定額運用基金２基金である。 

当年度末現在高は、１９４億２,１６３万１千円で前年度末現在高の１８０億 

９,２５９万３千円と比べ、１３億２,９０３万８千円（７.３％）の増加となっ 

ている。 

 

 

 

注 定額運用基金：特定の目的のために、定額の資金を運用する基金 



 

積立型基金：資金を積み立てておいて、必要に応じて取崩をおこない、財源に充て 

る基金 

果実運用型基金：資金を積み立てておいて、取崩すことなく、運用益（利息）のみを 

財源に充てる基金 

 

  各基金の状況は、次のとおりである。 

 

 ◎ 公共施設等整備基金（積立型基金） 

   公共施設等の維持補修を含む整備資金に充てるための基金である。 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金             ２億１,１９３万３千円 

     預金利子                     １,１０１万４千円 

  ・ 当年度取崩額                    １億３,７５０万円 

  ・ 当年度末現在高                  ５３億３１０万４千円 

 

 ◎ 職員退職手当基金（積立型基金） 

   職員退職手当の資金に充てるための基金である。 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金               ３億８,６００万円 

     預金利子                       ８３４万９千円 

  ・ 当年度取崩額                           ０円 

  ・ 当年度末現在高                ２３億３,５８９万３千円 

 

 ◎ 財政調整基金（積立型基金） 

   災害復旧、市債の繰上償還その他財源の不足が生じたときに充てるための基金で 

ある。 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金            １４億２,９５３万４千円 

     預金利子                         １５６万円 

  ・ 当年度取崩額                  ６億７,５３８万５千円 

  ・ 当年度末現在高                ６８億５,４８３万２千円 

 

 

 

 

 

 

 ◎ 環境緑化基金（積立型基金） 

   市内の緑化推進及び緑化保全の資金を積み立てるための基金である。 



 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金               ２,９５０万４千円 

     預金利子                         ９万１千円 

  ・ 当年度取崩額                    ２億４,４５０万円 

  ・ 当年度末現在高                 １億９,８４７万７千円 

 

 ◎ 平和事業基金（積立型基金） 

   本市の核兵器廃絶・平和都市宣言、国際交流及び多文化共生の高揚を図ることを 

目的として行う事業に要する財源を確保するための基金である。 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金                                   ４４万８千円 

     預金利子                         ７万３千円 

  ・ 当年度取崩額                      １１５万７千円 

  ・ 当年度末現在高                   ９,４０８万６千円 

 

 ◎ バリアフリー事業推進基金（積立型基金） 

   本市におけるバリアフリー事業の推進を図るための基金である。 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金                      ０円 

     預金利子                           ５万円 

  ・ 当年度取崩額                        ３５０万円 

  ・ 当年度末現在高                   ６,６１６万７千円 

 

 ◎ 土地区画整理事業基金（積立型基金） 

   土地区画整理事業の円滑な実施を図るための基金である。 

  ・ 当年度積立金 

     土地区画整理事業特別会計からの積立金        ４,９０３万２千円 

     預金利子                       ４０１万４千円 

  ・ 当年度取崩額                    ４,８７０万７千円 

  ・ 当年度末現在高                １２億１,０７１万２千円 

 

 

 

 

 

 

 ◎ 介護給付費準備基金（積立型基金） 

   介護保険法第１４７条第２項第１号に規定する計画期間における財政の均衡を保 

つための基金である。 



 

  ・ 当年度積立金 

     介護保険特別会計からの積立金           １,３２３万１千円 

     預金利子                       １３４万１千円 

  ・ 当年度取崩額                    ５,８９２万５千円 

  ・ 当年度末現在高                １０億４,１０６万９千円 

 

 ◎ 減債基金（積立型基金） 

   市債の償還の財源を確保し、健全な財政運営に資するための基金である。 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金               ９,５１９万９千円 

     預金利子                       ２８２万３千円 

  ・ 当年度取崩額                    ８,７６６万５千円 

  ・ 当年度末現在高                 ５億１,６９０万９千円 

 

 ◎ 新選組関連資料収集基金（積立型基金） 

   新選組関連の資料収集資金に充てるための基金である。 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金                      ０円 

     預金利子                         １万８千円 

  ・ 当年度取崩額                           ０円 

  ・ 当年度末現在高                   ２,１４４万３千円 

 

 ◎ ごみ処理関連施設及び周辺環境整備基金（積立型基金） 

   ごみ処理関連施設及び周辺環境の整備資金に充てるための基金である。 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金                ３億６５万１千円 

     預金利子                       １７０万４千円 

  ・ 当年度取崩額                           ０円 

  ・ 当年度末現在高                １５億６,１８６万１千円 

 

 

 

 

 

 

 ◎ 福祉あんしん基金（積立型基金） 

   市民生活安定及び福祉諸施策の推進を図るための基金である。 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金                 ８０３万３千円 



 

     預金利子                         ９万１千円 

  ・ 当年度取崩額                           ０円 

  ・ 当年度末現在高                   １億５,９０３万円 

 

 ◎ 都市計画事業基金（積立型基金） 

   都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）に基づいて行う都市計画事業又は土地区画 

整理法（昭和 29 年法律第 119 号）に基づいて行う土地区画整理事業の資金に充てる 

ための基金である。 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金               ２,８８３万７千円 

     預金利子                            ０円 

  ・ 当年度取崩額                           ０円 

  ・ 当年度末現在高                   ３,４２０万１千円 

 

 ◎ 気候変動対策事業基金（積立型基金） 

   気候変動対策の施策の推進を図るための基金である。 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金                 １,００５万円 

     預金利子                            ０円 

  ・ 当年度取崩額                      ７２０万４千円 

  ・ 当年度末現在高                   １,２８４万６千円 

 

◎ 企業版ふるさと納税基金（積立型基金） 

  企業版ふるさと納税制度により受領した寄附金を、翌年度以降の事業財源として 

効果的に活用するための基金である。 

  ・ 当年度積立金 

     一般会計からの積立金                      ０円 

     預金利子                            ０円 

  ・ 当年度取崩額                           ０円 

  ・ 当年度末現在高                          ０円 

 

 

 

 

注 基金（国民健康保険高額療養費貸付基金及び国民健康保険出産費資金貸付基金を含

む。）は、あくまで財産であるという性格から、歳計現金について定められている出納整

理期間に係る規定（地方自治法第 235 条の 5）の適用はない。 

したがって、出納整理期間中における各会計から各基金への積立・取崩は基金としては

翌年度の収支となるため、決算書から求められる数字とは異なる。 



 

表 32 

財 産 現 在 高 一 覧 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和７年度末 令和６年度末

現  　在　  高 現　  在 　 高

㎡ 1,746,705.47 1,747,547.66 △ 842.19

木 造 （ 延 面 積 ） ㎡ 9,814.55 9,891.40 △ 76.85

非 木 造 （ 延 面 積 ） ㎡ 351,101.78 351,342.45 △ 240.67

計 ㎡ 360,916.33 361,233.85 △ 317.52

円 20,100,000 50,100,000 △ 30,000,000

円 662,556,000 662,556,000 0

台 55 54 1

件 460 449 11

円 2,100,000,000 1,200,000,000 900,000,000

円 19,421,630,712 18,092,592,794 1,329,037,918

円 5,303,104,170 5,217,656,772 85,447,398

円 2,335,893,333 1,941,544,313 394,349,020

円 6,854,831,872 6,099,122,862 755,709,010

円 198,477,080 413,381,686 △ 214,904,606

円 94,085,832 94,721,956 △ 636,124

円 66,166,940 69,616,838 △ 3,449,898

円 1,210,712,030 1,206,373,238 4,338,792

円 1,041,069,280 1,085,422,424 △ 44,353,144

円 516,909,489 506,552,031 10,357,458

円 21,442,914 21,424,695 18,219

円 1,561,861,057 1,259,506,359 302,354,698

円 159,029,715 150,905,620 8,124,095

円 34,201,000 5,364,000 28,837,000

円 12,846,000 10,000,000 2,846,000

円 0 0 0

円 10,000,000 10,000,000 0

円 1,000,000 1,000,000 0国民健康保険出産費資金貸付基金

減 債 基 金

新 選 組 関 連 資 料 収 集 基 金

福 祉 あ ん し ん 基 金

都 市 計 画 事 業 基 金

気 候 変 動 対 策 事 業 基 金

企 業 版 ふ る さ と 納 税 基 金
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公 共 施 設 等 整 備 基 金

単位

出 資 に よ る 権 利

職 員 退 職 手 当 基 金

財 政 調 整 基 金

ごみ処理関連施設及び周辺環境整備基金

バ リ ア フ リ ー 事 業 推 進 基 金

土 地 区 画 整 理 事 業 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

環 境 緑 化 基 金

平 和 事 業 基 金

自動車以外の物品で１品目の取得
価 格 が １ ０ ０万 円以 上の もの

基 金

物
　
品

自 動 車



 

９ 基金（特定の目的のために定額の資金を運用するための基金）の運用状況 

 

定額運用基金の運用状況は、次のとおりである。 

 

 ◎ 国民健康保険高額療養費貸付基金（定額運用基金） 

   国民健康保険法第５７条の２に規定する高額療養費の負担に充てるべき資金を貸 

し付けるための基金である。 

  〇 基金の額                        １,０００万円 

     当年度末残金                     １,０００万円 

     当年度末貸付残金                        ０円 

   ・ 貸付額（当年度中に貸し付けた額）は、１０８万７千円で前年度３０５万４ 

千円と比べ、１９６万７千円（６４.４％）の減少となっている。 

   ・ 償還額（当年度中に償還された額）は、１０８万７千円で前年度３０５万４ 

千円と比べ、１９６万７千円（６４.４％）の減少となっている。 

   ・ 回転数は０.１回で、前年度０.３回と比べ、０.２回（６６.７％）の減少と 

なっている。 

 

 注 回転数とは、決算年度中に貸し付けた額を基金の額で除した数値をいう。 

 

 ◎ 国民健康保険出産費資金貸付基金（定額運用基金） 

   国民健康保険法第５８条第１項の規定による出産育児一時金の支給を受けること 

が見込まれる世帯主に対し、出産育児一時金の支給を受けるまでの間、当該出産育 

児一時金の支給に係る出産に要する費用を支払うための資金を貸し付けるに当たり、 

事務の円滑な実施を図るための基金である。 

〇 基金の額                          １００万円 

   当年度末残金                       １００万円 

   当年度末貸付残額                        ０円 

 ・ 貸付額（当年度中に貸し付けた額）は、０円で前年度と同一である。 

 ・ 償還額（当年度中に償還された額）は、０円で前年度と同一である。 

  



 

第３ 意見・要望等 

 

 令和７年度予算の一般会計当初予算は、７８０億７,４００万円を見込み、前年度に引

き続き過去最大の予算規模となった。 

 歳入について、所得の回復などを背景に、市税は個人市民税、法人市民税、固定資産

税など全体額では過去最高額となる見込み。また、景気に連動する地方消費税交付金の

ほか、利子割交付金などの各種交付金も増加。国庫支出金及び都支出金は、歳出におけ

る扶助費などの各種事業財源として大幅な増加。一方で、基金からの繰入金、財政調整

基金の取り崩し額は令和６年度比では減少となるが、引き続き多額の取り崩しによる財

源不足を埋めて対応せざるを得ない状況だが、当初予算編成後の財政調整基金は目標額

には及ばないものの、残高を回復することができる見込みとなる予算となった。 

 歳出について、義務的経費では、定年退職年齢の引き上げによる職員退職手当は減少

となるが、東京都人事委員会からの勧告に伴う給与引き上げなどによる影響が大きく、

人件費の総額では増加。さらに児童手当の制度改正への対応や、障害者自立支援給付費

などを背景に扶助費では大幅な増加。また、令和６年度から引き続き実施する豊田小学

校大規模改造工事や豊田跨線人道橋補修工事業務委託料などの大型事業に加え、新規事

業として「まんがんじ児童館改築工事」などを実施することから普通建設事業費で増加。

このほか、物価上昇の影響による委託料の上昇などにより物件費の増加。学校給食費に

対する補助金の増加をはじめとした子ども関連の補助制度の充実などにより補助費の増

加。また、市長改選期に伴う事業の追加実施の財源を想定した政策的予備費を増額した

予算となった。 

一般会計の決算について見てみると、歳入総額は８３７億９,０８４万６千円で、前年

度比４.４％増加した。歳出総額は８１３億３,７８２万３千円で、前年度比６.３％増加

した。実質収支額は、２２億７,１２８万６千円で、前年度比３４.８％の減少となった。 

 特別会計４会計を含む総合計では、歳入総額は１,２５９億３,５４９万４千円で、前

年度比３.７％増加した。歳出総額は１,２２９億８,０５７万円で、前年度比４.８％増

加した。一般会計及び特別会計の実質収支額の合計は２７億５,０３９万８千円で、前年

度比２７.９％の減少となった。 

財政指標（普通会計）については、単年度の財政力指数が０.９０３で、前年度と同率

で、令和７年度も引き続き普通交付税交付団体となっている。実質収支比率は６.０％

で、前年度比３.５ポイント下がった。公債費負担比率は、６.３％で前年度比０.８ポ

イント下がった。財政構造の弾力性を示す経常収支比率は９２.４％で、前年度比２.５

ポイント下がった。経常収支比率は、１００％に近づくほど硬直化し、住民の新たなニ

ーズ等に対応できる財源が少なくなり、低いほど財源に余裕があり新たな事業への投資

など柔軟な財政運営ができることを表している。 

 令和７年度の市民税のうち、個人市民税現年課税分の納税義務者数は増加し、一人当



 

たりの課税額も定額減税の終了に伴い増加したことにより、収入済額は前年度比１６億

３１７万８千円増加したが、収納率は０.１ポイント減少した。法人市民税現年課税分

は法人数の増加、及び一部企業の業績の回復等により、収入済額は前年度比７,０３１

万７千円の増加、徴収率は前年度比同率となり、現年度の個人・法人合計で、収入済額

は前年度比１６億７,３４９万５千円増加したが、徴収率は９９.３％となり、前年度と

比べ０.１ポイント下がっている。 

 市税全体（滞納繰越分を含むすべての市税）では前年度比１８億３,３９３万６千円

の増額となり、歳入全体に占める割合は３９.７％で、前年度３９.２％と比べ０.５ポ

イントの増加となった。 

 

令和７年度の決算審査においては次の点を要望する。 

 

１．予算の執行管理について 

 一般会計及び特別会計４会計の予算の執行管理については、主管課長及び予算統括者

を中心に進め、一部の不適切な処理を除き概ね適正に管理されていた。 

令和７年度の流用件数（節間）は、８３件で流用額は２,８４３万７千円であり前年度

に比べて２８件増加、５５１万６千円増加した。 

 

（１）備品購入費の一部において、一度に多額の流用をしているものが見受けられ、さ

らに経年劣化による備品の緊急修繕の必要性から修繕料等へ流用する件数が多くみられ

た。また、複数施設にて、酷暑期や厳寒期に冷暖房機等の故障対応による予備費充当等

が相次いだ。これは市民への様々な影響や、機器等の劣化により本来の性能が発揮でき

ないことによる環境への負荷等考えると、冷暖房機をはじめ各種備品や設備については、

日常の点検を行うとともに、不具合を放置せず、計画的に適正な予算措置が必要と考え

る。ひいては施設管理全般における事故・故障の未然防止により、人命の安全性が確保

され、行政サービスの円滑な提供に努められたい。 

また、１００万円以上の備品については重要備品となるため、予算書に明記し計画的

に購入されたい。 

 

（２）インターネット利用料の値上げ、リース機器等契約更新時の金額変更等、解約時

の違約金についての流用が散見された。これらについては、予算積算時に契約内容を改

めて確認するとともに、事業者へ複数回金額の確認を行うよう留意されたい。 

 

（３）人事異動等による担当替えの際、事務引継ぎの不備による請求及び支払い処理遅

延、予算積算の誤りに伴う流用があった。支出負担行為伺い手続きをしていなかったこ

とから、予算残額が生じていたため、３月補正において予算減額を行った結果、予算不

足に陥り、流用にて再度予算措置を行っていた。また請求処理遅延により年度を超えて



 

処理を行い、これにより収入未済が発生し、本来の事業年度に回収できない費用が生じ

ていた。これらは不注意による人為的なミスで不適切な事務処理である。 

人事異動においては、同一所属内で複数以上が対象者となるほど規模も大きくなる場

合もあり、引継ぎ内容の共有が困難な事情も理解できるが、各事務の処理マニュアルの

整備や所属内の定期的な担当替えの手段等を講じることによって、事務処理内容の共有

化を図り、遺漏のない事務引継ぎに努められたい。 

 

（４）令和７年度は、国・都の制度改正や新規事業が多数あり、加えて５回の選挙や国

勢調査対応等それらに伴う流用や低執行率による予算残が多数見受けられた。返還金は

５億円を超えるものもあり令和６年度のほぼ倍の額であった。このほか多額の予算科目

の付け替えのための流用もあった。これらについて予算積算が難しいことや事務負担増

によるものと一定程度は理解できるが、制度改正等の際には、国・都にしっかりと確認

を行い、他市とも情報共有するなど、制度の十分な理解と適正な事務処理を図られるよ

う留意されたい。 

また、都の委託金の一部については歳出科目が項を跨ぐ予算計上となっているため、

対象経費を算出するにあたって、他部署への照会が必要となっている。事務処理の効率

性を考慮すれば、所管部署内で予算編成から支出執行まで完結することが望ましく、過

去に発生した交付申請対象費用の算入漏れの再発防止策としても有効と考えられる。法

令・例規に基づくことは当然であるが、合理的な視点も踏まえ、所管部署が明確に把握

できるよう工夫されたい。 

 

（５）電気料について、一括契約に伴い事業者が変更されたことにより減額になった施

設があった。経費を抑えることができたことは評価するが、以前より見直しを行ってい

ればさらに支出を抑制できたと考える。毎年見直しを行い、支出の抑制に努められたい。

一方、電気料の一部に過払いが発生した施設があり、少額だが戻入されていた。 

 

（６）支出額の積算誤り等から、正規の支出額との差額及び遅延損害金について、予備

費充当等を行い支出した事例が認められた。遅延損害金は、正しく事務処理を行ってい

れば支出する必要のない経費であるから、市政への信頼を失う結果につながりかねない。 

ヒューマンエラーをすべて解消することは困難であるが、支出に係る事務処理の際に

は、複数人によるチェックの励行やシステムの導入によるエラー検出等により再発防止

に努められたい。 

 

（７）講師謝礼について、限られた人数の講習会にて、講師等謝礼金支払基準の高額な

特別基準を用い、さらに流用にて実施していた。流用・充当は緊急対応が必要な場合に

やむを得ず予算措置をするもので安易にしてはいけないものと度々議会から指摘を受け

ているものである。さらに特別基準を用いる場合は多くの人に享受されるもの等対象は



 

一定程度の規模のものと考える。今後においては効果的な財政運営と経費削減のため検

討されたい。 

 流用・充当については、必要最小限に留めて、直近の議会での補正を行うべきであり、

多額の流用は、流用元の予算積算についても疑義が生じかねる。 

また、契約差金等不要な経費は必ず減額補正を行い、予算の有効活用を図り、適切な

予算の積算及び執行管理に努められたい。 

なお、地方自治法第２２０条第２項に流用の制限が定められているので留意されたい。 

 

（８）歳入予算確保のため、国・都補助金等を活用するため、各部署において様々な機

会で情報収集に努めている姿勢が認められた。また新たにネーミングライツ命名権料や

クラウドファンディング、携帯電話地上基地局設置料を導入したことは高く評価する。

全庁統一的な規程を設け、今後においては様々な手法を凝らし、歳入の拡大を図られた

い。 

なお、国・都の補助金等を申請するにあたっては、時限的なものや補助率など内容を

十分精査し、事業の必要性を判断した上で有効に活用されたい。また、先に述べたとお

り制度改正等においては内容をしっかりと理解し、適正な事務処理を図られるよう留意

されたい。 

 

２．民間活力の導入について 

 職員の減少が見込まれる中、業務を見直し、限られた職員をより専門性の高い業務へ

重点的に移行していくことが必要と考える。公的施設の民営化、業務委託、指定管理者

制度、ＰＦＩの導入は、職員の全庁的な再配置が可能となり、顕在化している職員不足

を軽減する手段としても有効と考える。また、民間事業者のノウハウや柔軟な発想を活

用することにより、利用者へのサービス向上につながり市民満足度も高まり、多くの利

用者を確保できることから収入増へもつながるため、積極的に導入を検討されたい。す

でに導入済みの施設や業務においては、事業者に任せきりにせず、管理監督を十分に行

い、適正かつ適切な事務処理に基づき、効果が最大となるよう推進されたい。 

 また、民間活力の導入が補助要件となる補助金もあるため、獲得に向けて、直営の場 

合との費用対効果の比較検証をしっかりと行い、市財政に寄与する観点からも積極的な 

民営化を図り、行政サービスの向上に努められたい。 

 

３．収入未済の解消について 

一般会計及び特別会計の収入未済額は、１１億７,１５３万６千円で前年度に比べ１億 

９２４万８千円増加した。不納欠損額については、４,６８４万８千円で前年度に比べ５,

０９２万６千円減少した。 

 市税、保険料をはじめ、使用料・手数料等についても、一部を除き、概ね適切な徴収対 

策により、負担の公平性の確保に努めていると認められた。しかし、悪質な納税者の対 



 

応に苦慮していることも事実であるため、関係部署の粘り強い取り組みと一層の努力を 

期待する。 

（１）使用料の一部について、調定が漏れていたため次年度に改めて調定した事例が認

められた。これは令和６年度においても別の誤りが指摘された使用料であり、今後は特

に正確な事務処理を心がけられたい。 

 

（２）職員給与返還金（過年度分）について、不納欠損が認められた。所管部署への聴取 

において、請求を行ったものの返還されず、時効により不納欠損に至ったものと確認で 

きたが、職員給与という性質を考慮するならば、不納欠損という結果が職員に対する市 

民の疑念を招かざるを得ない。令和７年度分については、その他にも収入未済が認めら 

れることから、あらゆる手段を講じ確実な徴収に努められたい。 

 

収入未済の解消のため、引き続き、現年度分徴収に重点を置き、収入未済額の発生を抑 

えつつ、過年度の債権回収においては、自主的な納付を促進する対応策を講じ、資産状

況を把握したうえで、適切な債権の徴収及び放棄を行うにあたっては、規程を整備し事

務の負担軽減に結びつけられたい。 

 また、不納欠損の処分については、納税者の意識に影響を及ぼすものであるから、引 

き続き実態を十分に調査し、処分にあたっては厳正に対処されたい。 

 なお、滞納者の預貯金等情報をオンラインによって金融機関に照会する預貯金等照会

システムや、キャッシュレス・ＱＲコード決済の導入による市民の利便性の向上すなわ

ち徴収実績の向上と、事務に要する費用対効果等を分析されるとともに、導入効果が認

められたのであれば、他の徴収事務へのさらなる展開を期待する。 

 

４．財政援助団体や実行委員会への補助金について 

補助金は市税をはじめとする貴重な財源で賄われていることから、交付にあたっては、 

公益性、必要性、有効性、妥当性、公平性、透明性について不断の検証を行い、「日野市

補助金等の適正な運用に関するガイドライン」に基づき、交付の目的に沿って適正に執

行されたい。 

 

５．委託契約事務について 

 主管課契約の手続きにおいて、支出負担行為伺兼業者選定伺書、随意契約締結依頼書 

（特命随意契約の場合）、仕様書、見積書、見積合せ結果及び契約締結伺書、契約書を審 

査した結果、概ね適正に処理されていたが、委託料の一部において、見積合せ結果及び 

契約締結伺書の金額と見積書の金額が一致していないもの、見積合せ結果及び契約締結 

伺書の入札（見積）結果について、入札業者及び金額の内容が見積書と相違があるもの、 

支出負担行為伺書兼業者選定伺書と見積合せ結果及び契約締結伺書なし（紛失）、契約締 

結伺書の入札（見積）結果と見積書の金額に相違があるものが見受けられた。 



 

  これらについて聴取をしたところ、見積書の税抜き、税込み額の記入誤りや提出書類

の取り違え、口頭での金額変更確認等であり、結果として契約金額の誤りはなかったが、

適正な見積書の徴取を怠った手続き上の不適切な事務処理が認められた。また、契約書

類の紛失については人事異動による担当替えが要因とのことであった。このほか、例月

出納検査より、需用費において見積合せの結果、見積書の税抜き、税込み表記の見間違

えにより、価格の高い業者と契約締結し執行済の事案があった。先にも述べた通り、担

当のみならず、複数人で確認し、再発防止策を講じられたい。 

また、会計課においては伝票の手戻り件数が前年度より１８８件増の３,８４５件と

年々増加しており、さらに電子決裁導入により事務処理が煩雑化していく中ではあるが、

引き続き細心の注意を払って審査を行い、より一層適正な執行に努められたい。 

 契約にあたり、見積書及び契約書又は請書は、契約額や契約条件を明確にしたもので

あるから、適切な契約の履行を確保するため、不備のないよう契約事務規則に則り、適

正な事務処理を行うよう十分に留意されたい。 

なお、支払いにあたっては、履行検査等の事務手続きについて、地方自治法その他の

関係法令を遵守し、検査担当課の指示に従って適正に行うよう改めて確認されたい。ま

た、日野市会計事務規則第１２３条（収支関係書類の保管）に「収入又は支出の根拠と

なる関係書類は、主管課において５年間保管しなければならない」と規定されている。

誤廃棄等による紛失については、情報漏洩を招き、市民の信頼を損なうリスクがある。

引き続き発見に努められるとともに、有効な再発防止策を講じられたい。公文書は、常

に保管状況を明確に把握し、日野市文書管理規則に基づき適正に管理されたい。 

 

６．長時間労働の是正について 

  一般会計の時間外勤務の状況については、令和６年度１０１,０９７時間、令和７年度

は８９,８３５時間となり、１１,２６２時間減少した。また、職員１人当たりでは、令

和６年度の対象者数は８８８人、１人当たりの時間数は１１４時間、令和７年度の対象

者は８７８人、１人当たりの時間数は１０２時間となり、対象者は１０人減少、１人当

たりの時間数は１２時間減少した。年間１人当たり５００時間を超えている課が見受け

られたが、これは５回の選挙事務と５年に一度の国勢調査の担当部署であるから、やむ

を得ない要因と考える。  

 時間外減少の要因の一つにイベントを見直したことが挙げられるため、各種イベント

については目的、内容、運営実施主体等あらゆる角度から検証し、共同開催も視野に入

れる等事業の見直しを行い、真に必要なものだけに絞り実施されたい。   

引き続き、働き方改革関連法に基づき、月４５時間を超える職員ゼロを目指して、厳し 

い罰則のある時間外労働の上限規制を遵守し、労働時間の適正な把握と職員の心身の健

康に最大限配慮され、時間外勤務の縮減に努められたい。 

 長時間労働の縮減にあたっては、ＡＩの活用を含めＤＸ推進が有益であり、社会情勢 

の変化や行政需要の多様化等に対応し、少ない行政資源で最適な行政サービスを提供す 



 

るための重要な施策と思われる。 

情報セキュリティの強化を図り、市民への利益や職員の負担などを含め、費用対効果 

を検証し、地方自治法第２条第１項第１４号にある、住民の福祉の増進に努めるととも

に最少の経費で最大の効果を挙げることを念頭に事業を推進されたい。 

 

７．過去の監査における指摘事項について 

過去に実施した各種監査の結果、これまで、監査委員が是正及び改善を求めた事項に

ついて、措置が講じられていないものが確認された。 

 

令和６年度決算審査意見書において、熱中症対策として職員へファンベストを貸与した

事例があり、被服貸与規程にない品目であったため、規程との整合性について検討され

たい旨要望したが、改善されていなかった。気候変動により今後も同様の事例が生じる

ことが想定されるため、早期に規程の整備を検討されたい。 

 

８．決算書調製に関する事務について 

 財産に関する調書の一部に誤りがあった。決算年度中の増減が反映されていないもの、 

過年度から名称変更の修正がされてないものが認められた。決算書調製にあたっては、 

係数の正確性の確保のみならず、関係する付属書類についてもしっかりと確認を行い、 

適正に処理されたい。 

 

９．令和７年度の状況について 

 令和７年度は、景気が緩やかに回復しており、歳入は、個人市民税において軽減税率 

の終了や賃金水準の上昇傾向等により増となり、法人市民税においても法人数増や一部 

企業の業績回復などにより微増となった。しかしながら、歳出は、緊迫した世界情勢の 

影響による物価高騰に伴う委託費等の増や子ども子育て関連の制度改正及び事業の新設 

による扶助費や補助費の増、国システムの標準化、５回の選挙、５年に一度の国勢調査 

対応、さらに、市立病院の経営悪化への貸付金も加わり、令和６年度を大きく上回り、 

トータルの黒字額は約１２億円減となった。 

令和２年２月の財政非常事態宣言発出から、令和７年８月２８日をもって、約５年半 

に及んだ宣言を解除するに至った。理由としては、直近の令和６年度の決算で一般会計

において、実質単年度収支が２年連続で黒字となり、継続して実質的な黒字額が増加し

たこと、実質収支の黒字拡大を受け、基金合計残高及び財政調整基金残高が過去最大と

なったこと、普通会計において、経常収支比率が４年連続で財政再建計画上の目標値で

ある９５％を下回り、当面の財政危機を脱した状況と見られたこと、市民意識等の面か

ら宣言を継続することによる負の影響が顕在化してきたこと等によるものであった。 

しかしながら、少子高齢化等による扶助費や民生費等の歳出増、労働人口の減少に伴

う市税等の歳入減という我が国の趨勢に変わりはないことから、引き続き、予算の執行



 

管理にあたっては常に費用対効果に留意し、住民の福祉の増進と最少の経費で最大の効

果を挙げるよう努められたい。 

また市立病院の経営再建にあたっては、地方公営企業法の全部適用移行後においても、

経営努力だけでは多額の赤字を解消することは容易ではないと思料するため、専門家の

意見も取り入れながら早期に方向性を見定め、市の財政が再び逼迫することのないよう、

財政非常事態宣言下での経験を活かした行財政運営を期待する。 

併せて、実効性のある内部統制制度の定着と推進により、財務事務の管理及び執行が

法令に適合し、かつ適正に行われることを確保し、市民に信頼される行政運営の実現を

図られたい。



 

 


